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告 示

島根県告示第39号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第６項の規定により、平成29年12月15日に島根県議会で認定された平成28

年度島根県病院事業会計決算を、監査委員の意見と併せて、次のとおり公表する。

平成30年１月30日

島根県知事 溝 口 善兵衛

号外第４号 島 根 県 報 平成30年１月30日
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0
0

0
4
,
1
7
4
,
2
3
0

(
1
3
,
9
5
4
,
9
8
2
)

 
第

２
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2
0
4
,
2
5
9
,
0
0
0

0
0

2
0
4
,
2
5
9
,
0
0
0

0
0

2
0
4
,
2
5
9
,
0
0
0

2
0
4
,
2
5
8
,
8
5
4

0
0

0
1
4
6

(
0
)

 
第

５
項

　
1
,
0
0
0

0
0

1
,
0
0
0

0
0

1
,
0
0
0

0
0

0
0

1
,
0
0
0

(
0
)

合
　

計

備
　

考

円

第
１

款
中

央
病

院
資

本
的

支
出

不
用

額

当
初

予
算

額

地
方

公
営

企
業

法
第

2
6
条

の
規

定
に

よ
る

繰
越

額

小
　

　
　

計
補

正
予

算
額

継
続

費
逓

次
繰

越
額

継
続

費
逓

次
繰

越
額

合
　

　
　

　
計

予
　

　
　

　
算

　
　

　
　

額

決
　

　
算

　
　

額
区

　
　

　
　

分

他
会

計
補

助
金

返
還

金

流 用 増 減 額

地
方

公
営

企
業

法
第

2
6
条

の
規

定
に

よ
る

繰
越

額

翌
年

度
繰

越
額

建
設

改
良

費

企
業

債
償

還
金

建
設

改
良

費

企
業

債
償

還
金

他
会

計
補

助
金

返
還

金

　
第
２
款
 こ

こ
ろ
の
医
療
セ
ン
タ
ー
資

本
的
支
出

（
）

第
９

項
4
0
,
0
0
0

0
0

4
0
,
0
0
0

0
0

4
0
,
0
0
0

1
8
,
6
0
0

0
0

0
2
1
,
4
0
0

(
0
)

投
資

　 ※
 
こ

こ
ろ

の
医

療
セ

ン
タ

ー
資

本
的

収
入

額
が

、
こ

こ
ろ

の
医

療
セ

ン
タ

ー
資

本
的

支
出

額
に

不
足

す
る

額
 
1
5
,
7
5
4
,
9
2
6
円

は
、

当
年

度
分

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

資
本

的
収

支
調

整
額

　
1
3
3
,
3
9
3
円

、
過

年
度

分
損

益
勘

定
留

保
資

金
 
1
5
,
6
2
1
,
5
3
3
円

で
補

て
ん

し
た

。

※
 
中

央
病

院
資

本
的

収
入

額
が

、
中

央
病

院
資

本
的

支
出

額
に

不
足

す
る

額
 
1
,
0
9
4
,
9
3
1
,
3
8
5
円

は
、

当
年

度
分

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

資
本

的
収

支
調

整
額

 
1
,
2
6
5
,
3
9
1
円

、
過

年
度

分
損

益
勘

定
留

保
資

金
 
1
,
0
9
3
,
6
6
5
,
9
9
4
円

で
補

て
ん

し
た

。
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号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

円 円 円

１．

⑴ 入 院 収 益 11,989,155,857

⑵ 外 来 収 益 4,173,458,922

⑶ そ の 他 医 業 収 益 821,645,090 16,984,259,869

２．

⑴ 給 与 費 10,133,490,766

⑵ 材 料 費 4,444,795,411

⑶ 経 費 3,457,239,346

⑷ 減 価 償 却 費 1,593,959,292

⑸ 資 産 減 耗 費 33,675,973

⑹ 研 究 研 修 費 92,020,740 19,755,181,528

医　　　業　　　損　　　失 2,770,921,659

３．

⑴ 受 取 利 息 配 当 金 7,568,452

⑵ 国 庫 補 助 金 24,687,000

⑶ 他 会 計 補 助 金 34,566,553

⑷ 負 担 金 1,984,493,938

⑸ 長 期 前 受 金 戻 入 988,517,315

⑹ そ の 他 医 業 外 収 益 352,771,844 3,392,605,102

４．

⑴ 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 488,175,203

⑵ 雑 損 失 996,709,995

⑶ 長 期 前 払 消 費 税 償 却 134,679,891 1,619,565,089 1,773,040,013

経　　　常　　　損　　　失 997,881,646

５．

⑴ 固 定 資 産 売 却 益 21,424,579

⑵ 過 年 度 損 益 修 正 益 73,881,969

⑶ そ の 他 特 別 収 益 0 95,306,548

６．

⑴ 固 定 資 産 売 却 損 0

⑵ 減 損 損 失 0

⑶ 過 年 度 損 益 修 正 損 103,392,181

⑷ そ の 他 特 別 損 失 0 103,392,181 △ 8,085,633

当 年 度 純 損 失 1,005,967,279

前 年 度 繰 越 欠 損 金 22,376,904,880

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 23,382,872,159

医 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）

医 業 費 用

平成28年度島根県病院事業損益計算書

医 業 外 収 益

医 業 収 益

 

7



号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

（
単

位
：

円
）

利
益

剰
余

金

受
贈

財
産

評
価

額
国

庫
補

助
金

他
会

計
補

助
金

そ
の

他
資

本
剰

余
金

資
本

剰
余

金
合

計
未

処
理

欠
損

金

前
年

度
末

残
高

2
6
,2

3
8
,2

9
3
,5

3
9

1
0
,6

5
4
,6

0
0

4
1
1
,4

5
6
,4

8
4

1
4
,9

5
3
,4

5
0

4
3
5
,1

1
6
,0

5
0

8
7
2
,1

8
0
,5

8
4

△
 2

2
,3

7
6
,9

0
4
,8

8
0

4
,7

3
3
,5

6
9
,2

4
3

前
年

度
処

分
額

0
0

0
0

0
0

0
0

（
繰

越
欠

損
金

）

2
6
,2

3
8
,2

9
3
,5

3
9

1
0
,6

5
4
,6

0
0

4
1
1
,4

5
6
,4

8
4

1
4
,9

5
3
,4

5
0

4
3
5
,1

1
6
,0

5
0

8
7
2
,1

8
0
,5

8
4

△
 2

2
,3

7
6
,9

0
4
,8

8
0

4
,7

3
3
,5

6
9
,2

4
3

当
年

度
変

動
額

0
0

0
0

0
0

△
 1

,0
0
5
,9

6
7
,2

7
9

△
 1

,0
0
5
,9

6
7
,2

7
9

当
年

度
純

利
益

0
0

0
0

0
0

△
 1

,0
0
5
,9

6
7
,2

7
9

△
 1

,0
0
5
,9

6
7
,2

7
9

（
当

年
度

未
処

理
欠

損
金

）

2
6
,2

3
8
,2

9
3
,5

3
9

1
0
,6

5
4
,6

0
0

4
1
1
,4

5
6
,4

8
4

1
4
,9

5
3
,4

5
0

4
3
5
,1

1
6
,0

5
0

8
7
2
,1

8
0
,5

8
4

△
 2

3
,3

8
2
,8

7
2
,1

5
9

3
,7

2
7
,6

0
1
,9

6
4

 
（

注
）

 
こ

の
計

算
書

に
お

け
る

△
表

記
は

、
減

少
、

損
失

又
は

欠
損

を
示

す
も

の
で

あ
る

こ
と

。

　

当
年

度
末

残
高

資
本

合
計

資
　

本
　

剰
　

余
　

金

処
分

後
残

高

資
  

本
  

金

平
成

2
8
年

度
島

根
県

病
院

事
業

剰
余

金
計

算
書

　
（

平
成

2
8
年

4
月

1
日

か
ら

平
成

2
9
年

3
月

3
1
日

ま
で

）

剰
　

余
　

金
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号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

（単位：円）

当年度末残高 26,238,293,539 872,180,584 △ 23,382,872,159

処理額 0 0 0

（翌年度繰越欠損金）

26,238,293,539 872,180,584 △ 23,382,872,159

 　（注）  この計算書における△表記は、減少又は欠損を示すものであること。

平成28年度島根県病院事業欠損金処理計算書

資本
剰余金

未処理
欠損金

処理後残高

資本金
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号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

円 円 円 円

１

⑴

イ 土 地 7,096,172,863

ロ 建 物 37,418,543,172

建物減価償却累計額 △ 21,452,274,550 15,966,268,622

ハ 構 築 物 946,035,061

構築物減価償却累計額 △ 538,333,045 407,702,016

ニ 器 械 備 品 11,785,440,752

器械備品減価償却累計額 △ 9,016,802,337 2,768,638,415

ホ 車 両 73,388,896

車両減価償却累計額 △ 58,048,081 15,340,815

ヘ 建 設 仮 勘 定 321,792,207

26,575,914,938

⑵

イ 電 話 加 入 権 3,049,038

ロ その他無形固定資産 14,282,024

17,331,062

⑶

イ 長 期 貸 付 金 0

ロ 長 期 前 払 消 費 税 488,001,999

ハ そ の 他 投 資 105,110

488,107,109

27,081,353,109

２

⑴ 5,969,328,691

⑵ 2,763,843,779

△ 115,068,000 2,648,775,779

⑶ 121,209,673

⑷ 104,800

⑸ 24,926,400

8,764,345,343

35,845,698,452

円 円

３

⑴

イ
建設改良費等の財源に充て
る た め の 企 業 債 21,145,175,439

21,145,175,439

⑵ 366,246,000

⑶

イ 退 職 給 付 引 当 金 4,012,715,000

4,012,715,000

25,524,136,439

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

割 賦 金

引 当 金

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

前 払 金

前 払 費 用

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

平成28年度島根県病院事業貸借対照表

（平成29年3月31日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

投 資

投 資 合 計
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号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

４

⑴

イ
建設改良費等の財源に充て
る た め の 企 業 債 2,364,770,077

2,364,770,077

⑵ 77,106,000

⑶ 1,876,262,517

⑷

イ 賞 与 引 当 金 425,389,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 80,065,000

505,454,000

⑸ 77,051,104

4,900,643,698

５

⑴ 7,256,748,583

⑵ △ 5,563,432,232

1,693,316,351

32,118,096,488

円 円 円

６

⑴ 26,238,293,539

26,238,293,539

７

⑴

イ 受 贈 財 産 評 価 額 10,654,600

ロ 国 庫 補 助 金 411,456,484

ハ 他 会 計 補 助 金 14,953,450

ニ そ の 他 資 本 剰 余 金 435,116,050

872,180,584

⑵

イ 当年度未処理欠損金 23,382,872,159

△ 23,382,872,159

△ 22,510,691,575

3,727,601,964

35,845,698,452

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 金

出 資 金

資 本 金 合 計

割 賦 金

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

資　　　　本　　　　の　　　　部

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

流 動 負 債

企 業 債

繰 延 収 益 合 計

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

繰 延 収 益
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平成28年度島根県病院事業会計決算についての監査委員の審査意見

１ 審査の結果

審査に付された各事業会計の決算報告書及び附属資料は地方公営企業法等関係法令に基づいて作成され、その計数は

正確であり、経営に係る事業の管理は地方公営企業の経営原則に従っておおむね適正に行われているものと認めた。

２ 審査意見

病院事業会計

病院事業は、病院を取り巻く厳しい経営環境に対応し、より迅速で柔軟な運営体制を確保するため、平成19年４月

ら地方公営企業法の全部適用に移行し、その運営を病院事業管理者の権限と責任において実施している。

これまで、医師を始め看護師、薬剤師等医療従事者の確保に向けた処遇改善や院内保育所の開設、あるいは病院機能

の充実のため機動的な設備投資を行うなど当面の課題に対し柔軟な対応を行っている。

さらに、地域医療構想を踏まえて中期的な視点から県立病院が今後進むべき方向性を明確にするため、平成27年３月

に改定した「島根県病院事業中期計画2015」（計画期間：平成27年度～平成30年度）を見直し、平成28年10月に「新公

立病院改革プラン（計画期間：平成28年度～平成32年度）」を策定したところであり、中央病院及びこころの医療セン

ターの両病院について、県立病院としての役割を果たすため、将来的な医療需要に対応した質の高い医療の提供と安定

した経営の両立を目指していく必要がある。

⑴ 中央病院

ア 病院の概要

中央病院は、県内全域をエリアとした三次医療を担う基幹的病院として、高度・特殊・専門医療を提供するとと

もに、救命救急センターとしての機能を有するほか、地域医療への支援など県民が安心して暮らすための重要な役

割を果たしている。

イ 経営の状況

平成28年度の損益の状況をみると、総収益は181億1,882万円余で、前年度に比べ20億5,557万円余、10.2％の

減、総費用は191億7,412万円余で、前年度に比べ14億7,982万円余、7.2％の減となった。

このことにより、平成28年度は10億5,529万円余の純損失となり、平成28年度末の未処理欠損金は192億986万円

余となった。

また、資本的収入額が企業債償還等の資本的支出額に対して不足する額10億9,493万円余は、過年度分損益勘定

留保資金等で補てんしている。

その結果、現金預金残高は45億5,220万円余で、前年度に比べ７億101万円余、13.3％の減となり、３年連続減少

している。

なお、延べ患者数は入院・外来ともに近年減少傾向にあり、平成28年度も前年度に比べて延べ入院患者数は８％

の減、延べ外来患者数は５％の減と、それぞれ大幅に減少している。

ウ 審査意見

病院全事業の項で述べる意見や次の点に留意して、安定的な経営の下で医療機能の充実と質の高い医療の提供に

取り組まれたい。

１）医療従事者の確保・定着について

① 医師の確保について

質の高い医療を安定的かつ効果的に提供し、経営の安定化を図っていくためには、医療従事者の確保・育成

が重要であるが、医療従事者の確保は依然として厳しい状況にある。

特に医師については、病院の努力にもかかわらず、消化器科、耳鼻咽喉科、眼科、小児科、産婦人科など特

定の診療科においては十分に確保できていない状況が続いており、これが患者数の減少と経営悪化の要因の一

つと考えられる。

このような中で、（一社）しまね地域医療支援センター（以下「医療支援センター」という。）が主体とな

号外第４号 島 根 県 報 平成30年１月30日
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号外第４号 島 根 県 報 平成30年１月30日

って開催した県外医学生向けのガイダンスに参加したほか、病院の医師を医療支援センターに派遣するなど、

若手医師の確保・定着に向けた積極的な取組を進めている。

また、「臨床教育・研修支援センター」を平成28年４月に開設し、医療従事者の教育・研修を統一的に実施

したほか、新専門医制度のスタートに向けて、内科、総合診療科、救命救急科、精神神経科の４診療科におい

て研修プログラムが承認されている。

さらに、医師の業務量の増加に対応した医師事務作業補助者の増員による事務負担の軽減、初任給調整手当

の引上げなどの処遇改善、女性医師支援担当によるきめ細かな相談など、勤務環境の改善に取り組んでいる。

このように、魅力ある病院づくりや医師に選ばれる病院づくりに努め、初期臨床研修医のマッチングでの充

足率が向上するなど、長期的な視点においては明るい兆しがうかがえるものの、依然として厳しい状況に変わ

りはない。

ついては、知事部局と一体となって関係大学や医療支援センターとの連携を一層進めるなどにより医師の確

保に努められたい。

② 看護師の勤務環境の整備について

看護師については、職員採用における病院局独自の取組などにより必要人員の採用はできているが、質の高

い看護の提供を維持するためには、その定着とスキルアップを図ることが重要である。

このため、病院局では、看護師の業務負担の軽減を図るため、育児短時間勤務制度や２交代制・３交代制の

いずれかを選択可能とする多様な勤務形態を導入するなど、働きやすい環境の整備に取り組んできた。

また、プリセプター制度（３年目の先輩看護師がマンツーマンで新人の指導や相談役を務める制度）に加

え、スタッフ支援室に専門相談員を配置するなど、気軽に相談ができる体制を整備するとともに、フリーアド

レスナース制度（育児休業中の職員に対して、職場復帰に向けた情報提供の充実や育児休業からの復帰支援と

して段階的な職場復帰体制）を整備した。

さらに、育児休業後も安心して働けるように、平成28年12月から院内保育の対象を「病児・病後児保育」に

拡大した。

一方、体系化した現任教育プログラムに併せて自己啓発のために受講する研修会・学会への参加等に要する

経費の助成や認定看護師の養成など、質の高い看護実践者の育成に力を注いでいる。

ついては、引き続き職員に対するワーク・ライフ・バランスへの配慮やスキルアップのための支援の充実を

検討するなど、より働きやすい環境の整備に努められたい。

⑵ こころの医療センター

ア 病院の概要

こころの医療センターは、県の精神医療の基幹的病院として精神科救急・急性期医療や児童・思春期の専門的な

精神疾患治療を行うとともに、地域と連携して早期の社会復帰、生活支援などの取組を行っている。

また、病院敷地内には出雲市立神戸川小学校・河南中学校若松分校が併設され、医療と教育が連携した入院児

童・生徒への支援に取り組んでいる。

平成28年度には、新たに「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律による

指定入院医療機関（以下「指定入院医療機関」という。）」の指定を受けるため、必要な病棟施設等の整備を完了

し、平成29年度中に入院医療を開始する予定である。

イ 経営の状況

平成28年度の損益の状況をみると、総収益は23億5,334万円余で、前年度に比べ２億2,152万円余、8.6％の減、

総費用は23億401万円余で、前年度に比べ7,838万円余、3.3％の減となった。

このことにより、平成28年度は、4,932万円余の純利益となり、平成28年度末の未処理欠損金は41億7,300万円余

となった。

また、資本的収入額が建設改良費等の資本的支出額に対して不足する額1,575万円余は、過年度分損益勘定留保
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資金等で補てんしている。

その結果、現金預金残高は14億1,712万円余となり、前年度に比べ１億5,147万円余、12.0％の増となっている。

なお、平成28年度は、指定入院医療機関の設置に向け、既設病棟の改修工事を行ったことなどにより、入院患者

数が前年度に比べ減少し、病床利用率も67.0％と下降している。

ウ 審査意見

病院全事業の項で述べる意見や次の点に留意して事業に取り組まれたい。

１）指定入院医療機関の開設について

指定入院医療機関においては、心神喪失又は心神耗弱の状態で重大な他害行為を行い、不起訴処分となるか無

罪等が確定した人に対して、社会復帰を促進するための適切な医療を提供することから、平成29年度は必要な医

療従事者を確保し、適切な病棟運営のための各種マニュアルの整備等を進めている。

ついては、職員の各種専門研修の計画的な実施に努めるなどスタッフのレベルアップを図り、指定入院医療機

関としての業務が円滑に開始されるよう万全を期されたい。

また、開設後においても、関係機関等との緊密な連携を図るなどにより病棟の円滑な運営に努められたい。

⑶ 病院全事業

ア 審査意見

１）着実な経営改善の推進について

中央病院においては、患者数が入院・外来とも近年減少傾向にあり、内部留保資金も平成24年度をピークに減

少し続け、厳しい経営状況にある。

また、こころの医療センターにおいても、指定入院医療機関の開設に伴う病床数の減少により、収益の減少が

懸念されている。

このような状況の中で、人口減少や少子高齢化が急速に進展し、医療需要が大きく変化することが見込まれる

ことから、経営効率化を図り、持続可能な自治体病院経営を目指すため、平成28年10月に新公立病院改革プラン

を策定した。

このプランにおいては、地域医療構想や地域包括ケアシステムの構築に向けて、病院の役割を明確にし、収益

確保や費用節減のための具体的な対策を盛り込んでいる。

また、中央病院においては、公費による負担のあり方の検討を進め、平成29年度当初予算編成において、一般

会計からの繰出基準の一部を見直している。

ついては、新たに策定した新公立病院改革プランに基づく具体的な対策の実施に併せて、知事部局と連携した

取組により医療の質を確保しながら経営改善の推進に努められたい。

２）医療費の個人負担未収金への対応について

両病院においては、医事業務委託業者との連携等により医療費の個人負担未収金の発生の抑制と回収に積極的

に取り組んでいる。

この未収金に係る適切な債権管理については、これまでも意見を述べたところであり、病院局において滞納未

収金収納業務の法律事務所への一部委託を行うなど、効果的な債権回収に向けた取組を進めた結果、平成28年度

末には個人負担未収金のうち、発生から１年以上経過したものは１億1,512万円余となり、９年連続して減少し

た。

ついては、今後さらに多様化する未納者の実態に応じた対策を検討し、医療費の個人負担未収金の縮減に向け

て引き続き取り組まれたい。

３）消費税率引上げへの対応について

病院が薬品や診療材料、医療機器等を購入する際には消費税が課税されるが、診療報酬は非課税扱いとされて

いるため、病院は患者に転嫁できず、実際の納税計算に当たって控除できなかった仮払消費税及び地方消費税に

係る金額については、病院の負担となっている。
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平成26年４月に消費税率が５％から８％に引上げられた際、国は、負担増分は診療報酬改定において措置済み

との立場を採ったところであるが、実際に病院が負担している額に比べ極めて不十分なものとなっている。

今後、消費税率の再引上げが行われる場合には、これによりさらに病院負担の額が増加し、病院経営に大きく

影響が及ぶ懸念がある。

ついては、引き続き消費税に係る動向を注視しながら、全国自治体病院開設者協議会等関係団体とも連携し、

医療機関の控除対象外消費税の取扱いについて抜本的な見直しを図るよう国への要望活動に継続して取り組まれ

たい。

４）効果的な情報発信について

県立病院においては、全県を対象に高度・特殊・専門医療を提供する医療機関として診療機能の充実のために

様々な取組を行っており、ドクターヘリの基地病院としての運航実績も年間500件を超えている。

また、基幹災害拠点病院として被災地に医療チームを派遣するとともに、他医療機関の医療チームの支援を行

っている。

こうした県立病院の果たしてきている公的な役割や医療機能については、これまでの情報媒体に加え、中央病

院では平成28年10月からはフェイスブックを開設して積極的な情報発信を行っているが、引き続いて広く県民の

理解が得られるよう、また、医師等の医療従事者の確保の面からも、その魅力を伝えていくことが重要である。

ついては、広報機能の充実に向けて、広報の内容、対象、媒体などを適宜見直して、より効果的な情報発信に

努められたい。
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島 根 県 公 営 企 業 告 示

島根県公営企業告示第１号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第６項の規定により、平成29年12月15日に島根県議会で認定された平成28

年度島根県公営企業会計決算を、監査委員の意見と併せて、次のとおり公表する。

平成30年１月30日

島根県知事 溝 口 善兵衛
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8
,1

6
1

平
成

２
８

年
度

島
根

県
電

気
事

業
剰

余
金

処
分

計
算

書
　

資
本

金
資

本
剰

余
金

未
処

分
利

益
剰

余
金

 

21



号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

円
円

円
円

１

イ
1
1
,
4
1
8
,
0
1
8
,
0
6
2

△
7
,
0
6
8
,
6
7
2
,
1
0
5

4
,
3
4
9
,
3
4
5
,
9
5
7

ロ
5
7
4
,
2
6
2
,
0
1
9

イ
6
,
9
2
4
,
0
9
3
,
6
5
8

△
3
,
1
7
4
,
8
0
0
,
3
7
0

3
,
7
4
9
,
2
9
3
,
2
8
8

ロ
2
3
,
1
9
4
,
5
9
5

イ
1
,
4
5
7
,
4
7
9
,
0
0
9

△
9
2
,
4
3
3
,
7
8
5

1
,
3
6
5
,
0
4
5
,
2
2
4

イ
2
9
1
,
3
2
8
,
1
8
2

△
5
1
,
3
0
3
,
1
0
9

2
4
0
,
0
2
5
,
0
7
3

イ
6
8
2
,
8
0
8
,
9
8
0

△
4
7
0
,
7
2
1
,
3
5
9

2
1
2
,
0
8
7
,
6
2
1

ロ
1
3
,
4
2
0
,
4
3
4

1
0
,
5
2
6
,
6
7
4
,
2
1
1

イ
1
1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

1
1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

2
1
,
0
3
6
,
4
0
4

 
（

２
）

1
1
3
,
5
7
7
,
0
5
0

 
（

３
）

3
8
4
,
0
5
0
,
1
7
7

 
（

４
）

2
0
0
,
0
0
0

 
（

５
）

1
,
2
3
3
,
9
9
1
,
9
5
6

 
（

６
）

1
6
,
0
4
9
,
8
0
9

 
（

７
）

9
,
8
2
8
,
0
0
0

 
（

８
）

1
1
4
,
4
4
6
,
0
0
0

 
（

９
）

7
1
,
1
2
0
,
0
0
0

8
1
,
6
3
2
,
6
3
7

水
力

発
電

設
備

改
良

事
業

導
水

路
改

良
事

業
小

水
力

発
電

建
設

事
業

三
隅

川
発

電
所

再
開

発
事

業
費

（
１

０
）
飯

梨
川

第
一

発
電

所
再

開
発

事
業

費

 
（

１
）

発
電

所
集

中
監

視
シ

ス
テ

ム
更

新
事

業
費

三
成

発
電

所
再

開
発

事
業

費
飯

梨
川

第
二

発
電

所
再

開
発

事
業

費
八

戸
川

第
一

発
電

所
再

開
発

事
業

費
石

見
空

港
太

陽
光

建
設

事
業

費

事
業

外
固

定
資

産
 
（

１
）

そ
の

他
事

業
外

固
定

資
産

有
形

固
定

資
産

事
業

外
固

定
資

産
合

計
建

設
仮

勘
定

 
（

５
）

業
務

設
備

有
形

固
定

資
産

減
価

償
却

累
計

額
無

形
固

定
資

産
電

気
事

業
固

定
資

産
合

計

有
形

固
定

資
産

減
価

償
却

累
計

額
 
（

４
）

送
電

設
備

有
形

固
定

資
産

減
価

償
却

累
計

額

減
価

償
却

累
計

額
無

形
固

定
資

産
 
（

３
）

太
陽

光
発

電
設

備

電
気

事
業

固
定

資
産

 
（

１
）

水
力

発
電

設
備

有
形

固
定

資
産

減
価

償
却

累
計

額
無

形
固

定
資

産

平
成

2
8
年

度
島

根
県

電
気

事
業

貸
借

対
照

表
（

平
成

2
9
年

３
月

3
1
日

）

科
目

金
額

（
資

産
の

部
）

固
定

資
産

 
（

２
）

風
力

発
電

設
備

有
形

固
定

資
産
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号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

3
,
5
8
7
,
2
0
8

2
,
0
4
9
,
5
1
9
,
2
4
1

2
4
4
,
0
4
5
,
5
6
8

2
4
4
,
0
4
5
,
5
6
8

1
2
,
9
3
0
,
2
3
9
,
0
2
0

２
3
,
8
2
1
,
5
7
7
,
4
0
8

3
0
0
,
7
8
9
,
9
1
5

9
7
,
0
1
2
,
8
9
2

7
6
,
9
8
0

2
5
,
3
5
8
,
4
0
0

1
0
6
,
8
7
0

4
,
2
4
4
,
9
2
2
,
4
6
5

1
7
,
1
7
5
,
1
6
1
,
4
8
5

３ （
１

） イ
6
,
4
0
4
,
9
6
7
,
0
0
4

6
,
4
0
4
,
9
6
7
,
0
0
4

（
２

） イ
4
8
2
,
5
4
9
,
9
5
3

ロ
1
5
7
,
8
5
7
,
9
4
9

6
4
0
,
4
0
7
,
9
0
2

7
,
0
4
5
,
3
7
4
,
9
0
6

４

イ
3
6
0
,
0
9
5
,
5
5
2

3
6
0
,
0
9
5
,
5
5
2

7
7
3
,
2
9
7
,
7
1
6

1
0
6
,
5
7
1
,
7
7
0

イ
3
0
,
1
6
5
,
0
0
0

ロ
5
,
3
1
0
,
0
0
0

ハ
2
3
,
4
8
0
,
0
0
0

5
8
,
9
5
5
,
0
0
0

2
,
2
2
3
,
3
1
6

1
,
3
0
1
,
1
4
3
,
3
5
4

５
3
,
2
7
2
,
8
0
1
,
5
7
9

△
1
,
4
8
5
,
5
0
9
,
6
5
5

流
動

負
債

合
計

繰
延

収
益

（
１

）
長

期
前

受
金

（
２

）
長

期
前

受
金

収
益

化
累

計
額

賞
与

引
当

金
法

定
福

利
費

引
当

金
修

繕
引

当
金

引
当

金
合

計
（

５
）

そ
の

他
流

動
負

債

企
業

債
合

計
（

２
）

未
払

金
（

３
）

未
払

費
用

（
４

）
引

当
金

引
当

金
合

計
固

定
負

債
合

計
流

動
負

債
（

１
）

企
業

債
建

設
改

良
費

等
の

財
源

に
充

て
る

た
め

の
企

業
債

企
業

債
建

設
改

良
費

等
の

財
源

に
充

て
る

た
め

の
企

業
債

企
業

債
合

計
引

当
金

退
職

給
付

引
当

金
修

繕
準

備
引

当
金

 
（

６
）

そ
の

他
流

動
資

産
流

動
資

産
合

計
資

産
合

計
（

負
債

の
部

）
固

定
負

債

 
（

３
）

貯
蔵

品
 
（

４
）

前
払

費
用

 
（

５
）

前
払

金

投
資

そ
の

他
の

資
産

合
計

固
定

資
産

合
計

流
動

資
産

 
（

１
）

現
金

預
金

 
（

２
）

未
収

金

（
１

１
）
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

調
査

事
業

費
建

設
仮

勘
定

合
計

投
資

そ
の

他
の

資
産

 
（

１
）

長
期

貸
付

金
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号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

1
,
7
8
7
,
2
9
1
,
9
2
4

1
0
,
1
3
3
,
8
1
0
,
1
8
4

６

イ
4
,
6
7
1
,
0
0
0

ロ
5
,
9
5
0
,
3
5
7
,
8
4
4

5
,
9
5
5
,
0
2
8
,
8
4
4

5
,
9
5
5
,
0
2
8
,
8
4
4

７

イ
3
1
0
,
4
7
2

ロ
8
3
6
,
5
0
9

ハ
4
4
6
,
5
4
5

1
,
5
9
3
,
5
2
6

イ
9
9
,
1
8
0
,
7
7
0

ロ
5
1
6
,
7
8
0
,
0
0
0

ハ
4
6
8
,
7
6
8
,
1
6
1

1
,
0
8
4
,
7
2
8
,
9
3
1

1
,
0
8
6
,
3
2
2
,
4
5
7

7
,
0
4
1
,
3
5
1
,
3
0
1

1
7
,
1
7
5
,
1
6
1
,
4
8
5

負
債

資
本

合
計

開
発

改
良

積
立

金
地

域
振

興
積

立
金

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金
利

益
剰

余
金

合
計

剰
余

金
合

計
資

本
合

計

受
贈

財
産

評
価

額
国

庫
補

助
金

そ
の

他
資

本
剰

余
金

資
本

剰
余

金
合

計
（

２
）

利
益

剰
余

金

繰
入

資
本

金
組

入
資

本
金

資
本

金
合

計
資

本
金

合
計

剰
余

金
（

１
）

資
本

剰
余

金

繰
延

収
益

合
計

負
債

合
計

（
資

本
の

部
）

資
本

金
（

１
）

資
本

金
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号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

平
成
2
8
年
度
島
根
県
工
業
用
水
道
事

業
決
算
報
告

書

（
１
）
収
益
的
収
入
及
び
支
出

　
収
　
　
　
　
入

予
算

額
に

比
べ

決
算

額
の

増
（

△
）

減

円
円

円
円

円
円

第
１
款
 

2
2
7
,6

6
9
,0

0
0

3
,8

6
8
,0

0
0

0
2
3
1
,5

3
7
,0

0
0

2
2
2
,8

3
1
,4

1
7

△
 8

,7
0
5
,5

8
3

第
１
項

営
業

収
益

1
9
1
,
7
9
2
,
0
0
0

△
 
6
6
9
,
0
0
0

0
1
9
1
,
1
2
3
,
0
0
0

1
9
1
,
6
7
5
,
3
1
5

5
5
2
,
3
1
5

第
２
項

営
業

外
収

益
3
5
,
8
7
7
,
0
0
0

4
,
5
3
7
,
0
0
0

0
4
0
,
4
1
4
,
0
0
0

3
1
,
1
5
6
,
1
0
2

△
 
9
,
2
5
7
,
8
9
8

2
2
7
,6

6
9
,0

0
0

3
,8

6
8
,0

0
0

0
2
3
1
,5

3
7
,0

0
0

2
2
2
,8

3
1
,4

1
7

△
 8

,7
0
5
,5

8
3

　
支
　

　
　
　

出

地
方

公
営

企

地
方

公
営

企
地

方
公

営
企

業
法

第
2
6
条

予
備
費

流
 
用

 
増

業
法

第
2
4
条

業
法

第
2
6
条

第
２

項
の

規

第
３

項
の

規
第

２
項

の
規

定
に

よ
る

支
出
額

(
△
)
減
額

定
に

よ
る

定
に

よ
る

繰
越

額

支
出

額
繰

越
額

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円

第
１
款

 
2
0
6
,9

3
5
,0

0
0

△
 5

,3
7
7
,0

0
0

0
0

0
2
0
1
,5

5
8
,0

0
0

0
2
0
1
,5

5
8
,0

0
0

1
6
2
,5

3
2
,6

6
2

0
3
9
,0

2
5
,3

3
8

第
１
項

営
業

費
用

1
9
7
,
3
2
9
,
0
0
0

△
 
1
3
,
8
1
0
,
0
0
0

0
0

0
1
8
3
,
5
1
9
,
0
0
0

0
1
8
3
,
5
1
9
,
0
0
0

1
5
4
,
5
6
6
,
6
8
5

0
2
8
,
9
5
2
,
3
1
5
仮
払

消
費
税
及
び
地

方
消
費
税

 
4
,
3
6
3
,
2
7
8
円

第
２
項

営
業

外
費

用
9
,
6
0
6
,
0
0
0

8
,
4
3
3
,
0
0
0

0
0

0
1
8
,
0
3
9
,
0
0
0

0
1
8
,
0
3
9
,
0
0
0

7
,
9
6
5
,
9
7
7

0
1
0
,
0
7
3
,
0
2
3

2
0
6
,9

3
5
,0

0
0

△
 5

,3
7
7
,0

0
0

0
0

0
2
0
1
,5

5
8
,0

0
0

0
2
0
1
,5

5
8
,0

0
0

1
6
2
,5

3
2
,6

6
2

0
3
9
,0

2
5
,3

3
8

工
業

用
水

道
事

業
費

用

計

区
分

予
算

額

決
 
 
算

 
 
額

不
 
 
用
 
 
額

備
　
　
　
　

　
　
　
　
　

　
考

当
初

予
算

額
補

正
予

算
額

小
　
　

　
計

合
　
　
　

計

計

区
　
　

　
　

　
分

予
算

額

決
算

額
備

考
当

初
予

算
額

補
正

予
算

額

地
方

公
営

企
業

法
第

合
計

2
4
条

第
３

項
の

規
定

に
よ

る
支

出
額

に
係

る
財

源
充

当
額

工
業

用
水

道
事

業
収

益

仮
受
消
費
税

及
び
地
方

消
費
税
 
1
4
,
1
9
8
,
1
3
4
円

仮
受
消
費
税

及
び
地
方

消
費
税
 
7
6
2
円
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号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

（
２
）
資
本
的
収
入
及
び
支
出

　
収
　
　
　
　
入

地
方
公

営
企
業
法

継
続
費

逓
予

算
額

に
比

べ

第
2
6
条

の
規
定
に

次
繰
越

額
決

算
額

の

よ
る

繰
越

額
に

に
係
る

財
増

（
△

）
減

係
る
財

源
充
当
額

源
充
当
額

円
円

円
円

円
円

円
円

第
１
款
 

1
7
2
,
7
0
0
,
0
0
0

1
0
,
9
8
7
,
0
0
0

1
8
3
,
6
8
7
,
0
0
0

5
3
,
2
0
0
,
0
0
0

0
2
3
6
,
8
8
7
,
0
0
0

2
1
1
,
3
8
7
,
5
5
7

△
 
2
5
,
4
9
9
,
4
4
3

第
１
項

企
業

債
1
5
8
,
0
0
0
,
0
0
0

1
2
,
8
0
0
,
0
0
0

1
7
0
,
8
0
0
,
0
0
0

5
3
,
2
0
0
,
0
0
0

0
2
2
4
,
0
0
0
,
0
0
0

1
9
8
,
5
0
0
,
0
0
0

△
 
2
5
,
5
0
0
,
0
0
0

第
２
項

長
期

借
入

金
1
4
,
7
0
0
,
0
0
0

△
 
1
,
8
1
3
,
0
0
0

1
2
,
8
8
7
,
0
0
0

0
0

1
2
,
8
8
7
,
0
0
0

1
2
,
8
8
7
,
5
5
7

5
5
7

1
7
2
,
7
0
0
,
0
0
0

1
0
,
9
8
7
,
0
0
0

1
8
3
,
6
8
7
,
0
0
0

5
3
,
2
0
0
,
0
0
0

0
2
3
6
,
8
8
7
,
0
0
0

2
1
1
,
3
8
7
,
5
5
7

△
 
2
5
,
4
9
9
,
4
4
3

　
支
　
　
　
　
出

流
　

用
地
方
公
営
企
業
法

継
続

費
地
方
公
営

企
業
法

継
続
費

増
(
△
)

第
2
6
条
の
規
定
に

逓
　

次
第
2
6
条
の

規
定
に

逓
　
次

減
　

額
よ
 
る
 
繰
 
越
 
額

繰
越

額
よ
 
る
 
繰

 
越

 
額

繰
越
額

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

第
１
款

 
2
3
9
,
6
0
6
,
0
0
0

1
3
,
8
1
0
,
0
0
0

0
2
5
3
,
4
1
6
,
0
0
0

5
7
,
6
5
9
,
0
0
0

0
3
1
1
,
0
7
5
,
0
0
0

2
8
2
,
1
6
4
,
0
8
2

0
0

0
2
8
,
9
1
0
,
9
1
8

第
１

項
建

設
改

良
費

1
7
0
,
9
4
4
,
0
0
0

1
3
,
7
9
1
,
0
0
0

0
1
8
4
,
7
3
5
,
0
0
0

5
7
,
6
5
9
,
0
0
0

0
2
4
2
,
3
9
4
,
0
0
0

2
1
5
,
4
5
6
,
2
7
7

0
0

0
2
6
,
9
3
7
,
7
2
3
 
仮
払
消
費
税
及

び
地
方

消
費
税
 
1
5
,
9
2
5
,
1
4
9
円

第
２

項
企

業
債

償
還

金
6
8
,
6
6
2
,
0
0
0

1
9
,
0
0
0

0
6
8
,
6
8
1
,
0
0
0

0
0

6
8
,
6
8
1
,
0
0
0

6
6
,
7
0
7
,
8
0
5

0
0

0
1
,
9
7
3
,
1
9
5

2
3
9
,
6
0
6
,
0
0
0

1
3
,
8
1
0
,
0
0
0

0
2
5
3
,
4
1
6
,
0
0
0

5
7
,
6
5
9
,
0
0
0

0
3
1
1
,
0
7
5
,
0
0
0

2
8
2
,
1
6
4
,
0
8
2

0
0

0
2
8
,
9
1
0
,
9
1
8

資
本

的
支

出

計

　
資
本
的
収
入
額
が
資
本
的
支
出
額
に
不
足
す
る
額
7
0
,7
7
6
,5
2
5
円
は
、
過
年
度
分
損
益
勘
定
留
保
資
金
5
4
,8
5
1
,3
7
6
円
及
び
当
年
度
分
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
資
本
的
収
支
調
整
額
1
5
,9
2
5
,1
4
9
円
で
補
て
ん
し
た
。

不
用

額
備

考
当

初
予

算
額

補
正

予
算

額
小

計
合

計
合

計

翌
年

度
繰

越
額

資
本

的
収

入

計

区
分

予
算

額

決
算

額

区
分

予
算

額

決
算

額
備

考
当

初
予

算
額

補
正

予
算

額
小

計
合

計
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号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

円
円

円

１

（
１
）

1
7
6
,
7
6
0
,
0
0
0

（
２
）

7
1
7
,
1
8
1

1
7
7
,
4
7
7
,
1
8
1

２

（
１
）

7
0
,
1
9
9
,
0
1
7

（
２
）

1
5
,
1
6
1
,
6
7
1

（
３
）

1
,
4
3
7
,
9
8
3

（
４
）

6
1
,
4
5
1
,
3
1
4

（
５
）

1
,
9
5
3
,
4
2
2

1
5
0
,
2
0
3
,
4
0
7

2
7
,
2
7
3
,
7
7
4

３

（
１
）

2
1
6
,
5
8
2

（
２
）

4
,
5
6
0
,
0
4
1

（
３
）

1
9
,
5
4
8
,
2
4
5

（
４
）

7
4
0
,
9
4
2

2
5
,
0
6
5
,
8
1
0

４

（
１
）

7
,
9
6
5
,
9
7
7

（
２
）

1
7
,
9
6
5
,
9
7
8

1
7
,
0
9
9
,
8
3
2

4
4
,
3
7
3
,
6
0
6

4
4
,
3
7
3
,
6
0
6

1
,
4
1
9
,
9
4
8
,
2
7
4 0

1
,
3
7
5
,
5
7
4
,
6
6
8

当
年

度
純

利
益

前
年

度
繰

越
欠

損
金

そ
の

他
未

処
分

利
益

剰
余

金
変

動
額

当
年

度
未

処
理

欠
損

金

資
産

減
耗

費

営
業

利
益

営
業

外
収

益

受
取

利
息

及
び

配
当

金

他
会

計
補

助
金

長
期

前
受

金
戻

入
益

雑
収

益

営
業

外
費

用

支
払

利
息

及
び

企
業

債
取

扱
諸

費

雑
支

出

経
常

利
益

減
価

償
却

費平
成
2
8
年
度
島
根
県
工
業
用
水
道
事
業
損
益
計
算
書

（
平
成
2
8
年
４
月
１
日
か
ら
平
成
2
9
年
３
月
3
1
日
ま
で
）

科
　
　
　
　
　
　
　
　
　
目

金
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
額

営
業

収
益

給
水

収
益

そ
の

他
営

業
収

益

営
業

費
用

原
水

及
び

浄
水

費

送
配

水
費

総
係

費
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号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

(
単
位
：
円

）

工
事

負
担

金
国

庫
補

助
金

他
会

計
補

助
金

そ
の

他
資

本
剰

余
金

資
本

剰
余

金
合

計
建

設
改

良
積

立
金

未
処

分
利

益
剰

余
金

利
益

剰
余

金
合

計

前
年
度
末
残
高

3
9
8
,
1
2
4
,
2
6
2

3
,
5
4
4
,
3
7
2

6
,
5
9
3
,
6
0
8

2
3
,
8
2
8
,
8
1
9

3
,
6
7
3
,
8
0
1

3
7
,
6
4
0
,
6
0
0

1
3
,
8
0
4
,
7
0
9

△
 
1
,
4
1
9
,
9
4
8
,
2
7
4

△
 
1
,
4
0
6
,
1
4
3
,
5
6
5

△
 
9
7
0
,
3
7
8
,
7
0
3

前
年
度
処
分
額

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

（
繰

越
利
益
剰
余

金
）

3
9
8
,
1
2
4
,
2
6
2

3
,
5
4
4
,
3
7
2

6
,
5
9
3
,
6
0
8

2
3
,
8
2
8
,
8
1
9

3
,
6
7
3
,
8
0
1

3
7
,
6
4
0
,
6
0
0

1
3
,
8
0
4
,
7
0
9

△
 
1
,
4
1
9
,
9
4
8
,
2
7
4

△
 
1
,
4
0
6
,
1
4
3
,
5
6
5

△
 
9
7
0
,
3
7
8
,
7
0
3

当
年
度
変
動
額

0
0

0
0

0
0

0
4
4
,
3
7
3
,
6
0
6

4
4
,
3
7
3
,
6
0
6

4
4
,
3
7
3
,
6
0
6

当
年
度
純
利
益

0
4
4
,
3
7
3
,
6
0
6

4
4
,
3
7
3
,
6
0
6

4
4
,
3
7
3
,
6
0
6

(
当
年
度
未
処
分
利
益
剰
余
金
)

3
9
8
,
1
2
4
,
2
6
2

3
,
5
4
4
,
3
7
2

6
,
5
9
3
,
6
0
8

2
3
,
8
2
8
,
8
1
9

3
,
6
7
3
,
8
0
1

3
7
,
6
4
0
,
6
0
0

1
3
,
8
0
4
,
7
0
9

△
 
1
,
3
7
5
,
5
7
4
,
6
6
8

△
 
1
,
3
6
1
,
7
6
9
,
9
5
9

△
 
9
2
6
,
0
0
5
,
0
9
7

 
 
 
（
注
）
 
こ
の
計
算
書
に
お
け
る
△
表
記
は
、
減
少
、
損
失
又
は
欠
損
を
示
す
も
の
で
あ
る
。

処
分
後
残
高

当
年
度
末
残
高

平
成
2
8
年
度
島
根
県
工
業
用
水
道
事
業
剰
余
金
計
算
書

　
（
平
成
2
8
年
４
月
１
日
か
ら
平
成
2
9
年
３
月
3
1
日
ま
で
）

資
 
本
 
金

剰
余

金

資
本

合
計

資
本

剰
余

金
利

益
剰

余
金
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号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

（
単
位
：
円
）

 
　
（
注
）
 
 
こ
の
計
算
書
に
お
け
る
△
表
記
は
、
減
少
又
は
欠
損
を
示
す
も
の
で
あ
る
。

処
理
後
残
高

（
繰

越
欠

損
金

）

3
9
8
,
1
2
4
,
2
6
2

3
7
,
6
4
0
,
6
0
0

△
 
1
,
3
7
5
,
5
7
4
,
6
6
8

議
会
の
議
決
に
よ
る
処
分
額

0
0

0
当
年
度
末
残
高

3
9
8
,
1
2
4
,
2
6
2

3
7
,
6
4
0
,
6
0
0

△
 
1
,
3
7
5
,
5
7
4
,
6
6
8

平
成

2
8
年

度
島

根
県

工
業

用
水

道
事

業
欠

損
金

処
理

計
算

書

資
本
金

資
本
剰
余
金

未
処
理
欠
損
金
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号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

円
円

円
円

1

(
1
)

イ
6
6
,
8
4
0
,
1
1
3

ロ
1
6
,
5
4
4
,
8
7
1

△
 
8
,
4
0
2
,
5
9
1

8
,
1
4
2
,
2
8
0

ハ
1
,
7
0
1
,
3
5
0
,
5
9
4

△
 
9
0
0
,
1
2
5
,
2
7
4

8
0
1
,
2
2
5
,
3
2
0

二
2
2
3
,
8
6
7
,
7
3
2

△
 
1
4
0
,
2
4
9
,
9
6
6

8
3
,
6
1
7
,
7
6
6

ホ
2
,
5
0
2
,
3
9
4

△
 
2
,
1
9
9
,
6
6
3

3
0
2
,
7
3
1

イ
1
7
,
6
1
8
,
5
4
5

ロ
5
2
1
,
6
4
7
,
7
1
5

△
 
4
0
8
,
7
3
0
,
7
0
5

1
1
2
,
9
1
7
,
0
1
0

ハ
1
,
8
1
8
,
1
9
8
,
6
6
0

△
 
1
,
1
8
6
,
1
1
2
,
9
7
7

6
3
2
,
0
8
5
,
6
8
3

二
7
2
1
,
3
1
2
,
0
1
4

△
 
5
6
6
,
7
5
1
,
1
4
4

1
5
4
,
5
6
0
,
8
7
0

ホ
5
,
6
7
7
,
5
1
0

△
 
5
,
4
0
4
,
7
8
8

2
7
2
,
7
2
2

イ
1
,
5
8
3
,
8
1
7

ロ
3
3
,
6
7
5
,
7
5
5

△
 
2
9
,
3
0
5
,
1
6
2

4
,
3
7
0
,
5
9
3

ハ
2
,
6
6
8
,
0
9
9

△
 
2
,
1
5
3
,
0
1
5

5
1
5
,
0
8
4

二
7
5
,
6
0
0

△
 
7
1
,
8
2
0

3
,
7
8
0

ホ
3
0
2
,
8
5
8

△
 
2
8
7
,
7
1
5

1
5
,
1
4
3

へ
6
4
8
,
7
7
9

△
 
6
0
0
,
0
8
6

4
8
,
6
9
3

1
,
8
8
4
,
1
2
0
,
1
5
0

(
2
)

イ
1
0
6
,
0
7
2
,
0
0
0

ロ
3
,
9
8
1
,
4
1
9

飯
梨

川
場

内
施

設
耐

震
化

事
業

費

車
両

運
搬

具
減

価
償

却
累

計
額

工
具

器
具

及
び

備
品

工
具

器
具

及
び

備
品

減
価

償
却

累
計

額

有
形

固
定

資
産

合
計

建
設

仮
勘

定

布
部

系
送

水
管

路
耐

震
対

策
事

業
費

建
物

減
価

償
却

累
計

額

構
築

物

構
築

物
減

価
償

却
累

計
額

機
械

及
び

装
置

機
械

及
び

装
置

減
価

償
却

累
計

額

車
両

運
搬

具

機
械

及
び

装
置

減
価

償
却

累
計

額

工
具

器
具

及
び

備
品

工
具

器
具

及
び

備
品

減
価

償
却

累
計

額

業
務

設
備

土
地

建
物

土
地

建
物

建
物

減
価

償
却

累
計

額

構
築

物

構
築

物
減

価
償

却
累

計
額

機
械

及
び

装
置

工
具

器
具

及
び

備
品

工
具

器
具

及
び

備
品

減
価

償
却

累
計

額

江
の

川
工

業
用

水
道

設
備

有
形

固
定

資
産

飯
梨

川
工

業
用

水
道

設
備

土
地

建
物

建
物

減
価

償
却

累
計

額

構
築

物

平
成
2
8
年
度
島
根
県
工
業
用
水
道
事
業
貸
借
対
照

表
（
平
成
2
9
年
３
月
3
1
日
）

科
目

金
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
額

（
資

産
の

部
）

固
定

資
産

構
築

物
減

価
償

却
累

計
額

機
械

及
び

装
置

機
械

及
び

装
置

減
価

償
却

累
計

額
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号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

ハ
2
9
,
2
0
8
,
0
0
0

ニ
3
,
7
6
0
,
4
7
2

1
4
3
,
0
2
1
,
8
9
1

(
3
)

イ
1
1
,
3
7
5

ロ
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
5
1
,
9
1
2

6
3
,
2
8
7

2
,
0
2
7
,
2
0
5
,
3
2
8

2

(
1
)

3
6
6
,
4
3
4
,
4
5
1

(
2
)

2
2
,
8
5
8
,
8
8
4

(
3
)

5
,
2
3
5
,
1
1
3

(
4
)

1
,
8
9
7

(
5
)

2
,
9
5
3

3
9
4
,
5
3
3
,
2
9
8

2
,
4
2
1
,
7
3
8
,
6
2
6

3

(
1
)

イ
8
2
6
,
0
0
7
,
4
7
2

8
2
6
,
0
0
7
,
4
7
2

(
2
)

イ
8
2
9
,
4
0
0

ロ
1
,
6
7
8
,
0
6
4
,
5
2
0

1
,
6
7
8
,
8
9
3
,
9
2
0

(
3
)

イ
6
5
,
8
3
0
,
3
4
7

ロ
8
8
,
3
3
8
,
5
1
8

1
5
4
,
1
6
8
,
8
6
5

2
,
6
5
9
,
0
7
0
,
2
5
7

4

(
1
)

イ
6
4
,
1
7
8
,
4
5
0

6
4
,
1
7
8
,
4
5
0

(
2
)

9
3
,
0
0
4
,
9
6
4

(
3
)

イ
1
,
5
2
8
,
0
0
0

ロ
2
7
5
,
0
0
0

1
,
8
0
3
,
0
0
0

(
4
)

1
0
5
,
0
6
0

1
5
9
,
0
9
1
,
4
7
4

5

(
1
)

2
,
2
8
9
,
2
5
8
,
4
0
2

(
2
)

△
 
1
,
7
5
9
,
6
7
6
,
4
1
0

繰
延

収
益

長
期

前
受

金

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額

引
当

金

賞
与

引
当

金

法
定

福
利

費
引

当
金

引
当

金
合

計

そ
の

他
流

動
負

債

流
動

負
債

合
計

固
定

負
債

合
計

流
動

負
債

企
業

債

建
設

改
良

費
等

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債

企
業

債
合

計

未
払

金

他
会

計
借

入
金

合
計

引
当

金

退
職

給
付

引
当

金

修
繕

準
備

引
当

金

引
当

金
合

計

企
業

債
合

計

他
会

計
借

入
金

建
設

改
良

費
等

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

長
期

借
入

金

そ
の

他
の

長
期

借
入

金

固
定

負
債

企
業

債

建
設

改
良

費
等

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債

貯
蔵

品

前
払

費
用

そ
の

他
流

動
資

産

流
動

資
産

合
計

資
産

合
計

（
負

債
の

部
）

電
話

加
入

権

無
形

固
定

資
産

合
計

固
定

資
産

合
計

流
動

資
産

現
金

預
金

未
収

金

飯
梨

川
長

寿
命

化
事

業
費

布
部

ダ
ム

改
良

事
業

費

建
設

仮
勘

定
合

計

無
形

固
定

資
産

業
務

設
備

 

31



号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

5
2
9
,
5
8
1
,
9
9
2

3
,
3
4
7
,
7
4
3
,
7
2
3

6

(
1
)

イ
6
0
,
9
0
0
,
9
7
1

ロ
3
3
7
,
2
2
3
,
2
9
1

3
9
8
,
1
2
4
,
2
6
2

7

(
1
)

イ
3
,
5
4
4
,
3
7
2

ロ
6
,
5
9
3
,
6
0
8

ハ
2
3
,
8
2
8
,
8
1
9

二
3
,
6
7
3
,
8
0
1

3
7
,
6
4
0
,
6
0
0

(
2
)

イ
1
3
,
8
0
4
,
7
0
9

ロ
1
,
3
7
5
,
5
7
4
,
6
6
8

△
 
1
,
3
6
1
,
7
6
9
,
9
5
9

△
 
1
,
3
2
4
,
1
2
9
,
3
5
9

△
 
9
2
6
,
0
0
5
,
0
9
7

2
,
4
2
1
,
7
3
8
,
6
2
6

剰
余

金
合

計

資
本

合
計

負
債

資
本

合
計

そ
の

他
資

本
剰

余
金

資
本

剰
余

金
合

計

利
益

剰
余

金

建
設

改
良

積
立

金

当
年

度
未

処
理

欠
損

金

利
益

剰
余

金
合

計

資
本

金
合

計

剰
余

金

資
本

剰
余

金

工
事

負
担

金

国
庫

補
助

金

他
会

計
補

助
金

負
債

合
計

（
資

本
の

部
）

資
本

金

資
本

金

繰
入

資
本

金

組
入

資
本

金

繰
延

収
益

合
計
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号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

(
1
)
　

収
益

的
収

入
及

び
支

出

　
収

　
　

　
　

入

予
算

額
に

比
べ

決
算

額
の

増
（

△
）

減

円
円

円
円

円
円

 
第
１
款
 

水
道
事
業
収
益

2
,
3
0
2
,
0
8
2
,
0
0
0

3
8
,
2
5
4
,
0
0
0

0
2
,
3
4
0
,
3
3
6
,
0
0
0

2
,
2
5
2
,
0
1
0
,
5
3
6

△
 
8
8
,
3
2
5
,
4
6
4

　
 
第
１
項
　営

 
 
業

 
 
収

 
 
益

1
,
8
0
3
,
3
1
5
,
0
0
0

2
2
4
,
0
0
0

0
1
,
8
0
3
,
5
3
9
,
0
0
0

1
,
8
0
3
,
6
7
8
,
5
9
0

1
3
9
,
5
9
0
仮

受
消

費
税

及
び

地
方

消
費

税
1
3
3
,
5
8
9
,
2
3
8
円

　
 
第
２
項
　営

 
業

 
外

 
収

 
益

4
9
8
,
7
6
7
,
0
0
0

3
8
,
0
3
0
,
0
0
0

0
5
3
6
,
7
9
7
,
0
0
0

4
4
8
,
3
3
1
,
9
4
6

△
 
8
8
,
4
6
5
,
0
5
4
仮

受
消

費
税

及
び

地
方

消
費

税
6
,
1
4
0
,
1
2
4
円

2
,
3
0
2
,
0
8
2
,
0
0
0

3
8
,
2
5
4
,
0
0
0

0
2
,
3
4
0
,
3
3
6
,
0
0
0

2
,
2
5
2
,
0
1
0
,
5
3
6

△
 
8
8
,
3
2
5
,
4
6
4

　
支

　
　

　
　

出

予
備

費
流

 
用

 
増

支
出

額
(
△

)
減

額

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円

 
第
１
款
 

水
道
事
業
費
用

2
,
2
4
5
,
6
9
2
,
0
0
0

2
3
,
1
8
5
,
0
0
0

0
0

0
2
,
2
6
8
,
8
7
7
,
0
0
0

0
2
,
2
6
8
,
8
7
7
,
0
0
0

2
,
0
7
6
,
9
4
0
,
1
1
3

0
1
9
1
,
9
3
6
,
8
8
7

　
 
第
１
項
　営

　
業

　
費

　
用

1
,
8
2
5
,
6
8
6
,
0
0
0

△
 
1
5
,
2
8
4
,
0
0
0

0
0

0
1
,
8
1
0
,
4
0
2
,
0
0
0

0
1
,
8
1
0
,
4
0
2
,
0
0
0

1
,
7
0
0
,
6
7
4
,
8
7
2

0
1
0
9
,
7
2
7
,
1
2
8

　
 
第
２
項
　営

 
業

 
外

 
費

 
用

4
2
0
,
0
0
6
,
0
0
0

3
8
,
4
6
9
,
0
0
0

0
0

0
4
5
8
,
4
7
5
,
0
0
0

0
4
5
8
,
4
7
5
,
0
0
0

3
7
6
,
2
6
5
,
2
4
1

0
8
2
,
2
0
9
,
7
5
9

2
,
2
4
5
,
6
9
2
,
0
0
0

2
3
,
1
8
5
,
0
0
0

0
0

0
2
,
2
6
8
,
8
7
7
,
0
0
0

0
2
,
2
6
8
,
8
7
7
,
0
0
0

2
,
0
7
6
,
9
4
0
,
1
1
3

0
1
9
1
,
9
3
6
,
8
8
7

計

地
方

公
営

企
業

法
第

2
6
条

第
２

項
の

規
定

に
よ

る
繰

越
額

不
用

額
備

考
当
初

予
算

額
補
正
予

算
額

地
方

公
営

企
業

法
第

2
4
条

第
３

項
の

規
定

に
よ

る
支

出
額

小
計

地
方

公
営

企
業

法
第

2
6
条

第
２

項
の

規
定

に
よ

る
繰

越
額

合
計

決
算

額

計

区
分

予
算

額

仮
払

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

2
7
,
8
6
6
,
0
9
0
円

仮
払

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

6
,
1
3
3
,
9
2
0
円

平
 
成

 
2
8

年
 
度

 
島

 
根

 
県

 
水

 
道

 
事

 
業

 
決

 
算

 
報

 
告

 
書

区
分

予
算

額

決
算

額
備

考
当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

地
方

公
営

企
業

法
第

合
計

2
4
条

第
３

項
の

規
定

に
よ

る
支

出
額

に
係

る
財

源
充

当
額
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(
2
)
　

資
本

的
収

入
及

び
支

出

　
収

　
　

　
　

入

継
続

費
逓

予
算

額
に

比
べ

次
繰

越
額

決
 
算

 
額

 
の

に
係

る
財

 
増

（
△

）
減

 

源
充

当
額

円
円

円
円

円
円

円
円

 
第
１
款
 

1
6
3
,
4
0
0
,
0
0
0

1
3
,
4
0
0
,
0
0
0

1
7
6
,
8
0
0
,
0
0
0

2
0
,
9
0
0
,
0
0
0

0
1
9
7
,
7
0
0
,
0
0
0

1
5
3
,
1
0
0
,
0
0
0

△
 
4
4
,
6
0
0
,
0
0
0

　
 
第
１
項
　
企

業
債

1
5
6
,
4
0
0
,
0
0
0

1
2
,
4
0
0
,
0
0
0

1
6
8
,
8
0
0
,
0
0
0

1
5
,
3
0
0
,
0
0
0

0
1
8
4
,
1
0
0
,
0
0
0

1
3
9
,
8
0
0
,
0
0
0

△
 
4
4
,
3
0
0
,
0
0
0

 
　
第
２
項
　
出

資
金

7
,
0
0
0
,
0
0
0

1
,
0
0
0
,
0
0
0

8
,
0
0
0
,
0
0
0

5
,
6
0
0
,
0
0
0

0
1
3
,
6
0
0
,
0
0
0

1
3
,
3
0
0
,
0
0
0

△
 
3
0
0
,
0
0
0

1
6
3
,
4
0
0
,
0
0
0

1
3
,
4
0
0
,
0
0
0

1
7
6
,
8
0
0
,
0
0
0

2
0
,
9
0
0
,
0
0
0

0
1
9
7
,
7
0
0
,
0
0
0

1
5
3
,
1
0
0
,
0
0
0

△
 
4
4
,
6
0
0
,
0
0
0

　
支

　
　

　
　

出

翌
　
年

　
度
　

繰
　
越

　
額

流
　

用
地

方
公

営
企

業
法

継
続

費
地

方
公

営
企

業
法

継
続

費

増
(
△

)
第

2
6
条

の
規

定
に

逓
　

次
第

2
6
条

の
規

定
に

逓
　

次

減
　

額
よ

 
る

 
繰

 
越

 
額

繰
越

額
よ

 
る

 
繰

 
越

 
額

繰
越

額

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

 
第
１
款
 

9
0
2
,
9
0
6
,
0
0
0

2
2
,
4
9
9
,
0
0
0

0
9
2
5
,
4
0
5
,
0
0
0

2
2
,
6
2
6
,
0
0
0

0
9
4
8
,
0
3
1
,
0
0
0

8
8
4
,
0
7
7
,
6
0
9

0
0

0
6
3
,
9
5
3
,
3
9
1

　
 
第
１
項
　
建

設
改

良
費

1
9
6
,
4
2
0
,
0
0
0

1
6
,
8
8
0
,
0
0
0

0
2
1
3
,
3
0
0
,
0
0
0

2
2
,
6
2
6
,
0
0
0

0
2
3
5
,
9
2
6
,
0
0
0

1
7
8
,
4
1
2
,
9
8
4

0
0

0
5
7
,
5
1
3
,
0
1
6

　
 
第
２
項
　
企

業
債

償
還

金
5
8
4
,
6
3
6
,
0
0
0

5
,
6
1
9
,
0
0
0

0
5
9
0
,
2
5
5
,
0
0
0

0
0

5
9
0
,
2
5
5
,
0
0
0

5
8
3
,
8
1
5
,
0
0
7

0
0

0
6
,
4
3
9
,
9
9
3

　
 
第
３
項
　
長

期
借

入
金

償
還

金
1
2
1
,
8
5
0
,
0
0
0

0
0

1
2
1
,
8
5
0
,
0
0
0

0
0

1
2
1
,
8
5
0
,
0
0
0

1
2
1
,
8
4
9
,
6
1
8

0
0

0
3
8
2

9
0
2
,
9
0
6
,
0
0
0

2
2
,
4
9
9
,
0
0
0

0
9
2
5
,
4
0
5
,
0
0
0

2
2
,
6
2
6
,
0
0
0

0
9
4
8
,
0
3
1
,
0
0
0

8
8
4
,
0
7
7
,
6
0
9

0
0

0
6
3
,
9
5
3
,
3
9
1

補
て

ん
し

た
。資

本
的
支
出

 
仮
払

消
費

税
及
び

地
方

消
費

税
1
3
,
1
9
7
,
1
0
4
円

計

　
資
本
的
収
入
額
が
資
本
的
支
出
額
に
不
足
す
る
額
7
3
0
,9
7
7
,6
0
9
円
は
、
過
年
度
分
損
益
勘
定
留
保
資
金
3
0
9
,7
8
0
,5
0
5
円
、
当
年
度
分
損
益
勘
定
留
保
資
金
4
0
8
,0
0
0
,0
0
0
円
及
び
当
年
度
分
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
資
本
的
収
支
調
整
額
1
3
,1
9
7
,1
0
4
円
で

備
考

当
初

予
算

額
補

正
予

算
額

小
計

合
計

合
計

不
用

額

資
本
的
収
入

計

区
分

予
算

額

決
算

額

区
分

予
算

額

決
算

額
備

考
当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

小
計

地
方

公
営

企
業

法
第

2
6
条

の
規

定
に

よ
る

繰
越

額
に

係
る

財
源

充
当

額

合
計
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平
成
2
8
年
度
島
根
県
水
道
事
業
損
益
計
算
書

（
平
成
2
8
年
４
月
１
日
か
ら
平
成
2
9
年
３
月
3
1
日
ま
で
）

科
目

金
額

円
円

円

1

（
１
）

1
,
6
6
9
,
2
7
0
,
1
0
6

（
２
）

8
1
9
,
2
4
6

1
,
6
7
0
,
0
8
9
,
3
5
2

2

（
１
）

3
9
7
,
7
8
1
,
1
9
6

（
２
）

1
1
4
,
5
2
4
,
6
3
5

（
３
）

5
6
,
5
1
0
,
0
1
3

（
４
）

1
,
0
9
5
,
2
1
3
,
6
1
6

（
５
）

8
,
7
7
9
,
3
2
2

1
,
6
7
2
,
8
0
8
,
7
8
2

2
,
7
1
9
,
4
3
0

3

（
１
）

1
,
4
2
5
,
5
4
3

（
２
）

1
4
,
3
7
1
,
0
0
0

（
３
）

7
6
,
9
2
9
,
0
4
0

（
４
）

3
2
2
,
1
2
8
,
4
8
1

（
５
）

2
7
,
3
3
7
,
8
6
3

4
4
2
,
1
9
1
,
9
2
7

4

（
１
）

1
7
4
,
2
5
4
,
8
8
7

（
２
）

7
6
,
6
7
4
,
0
0
0

（
３
）

2
6
,
6
7
0
,
2
9
1

2
7
7
,
5
9
9
,
1
7
8

1
6
4
,
5
9
2
,
7
4
9

1
6
1
,
8
7
3
,
3
1
9

1
6
1
,
8
7
3
,
3
1
9

7
7
5
,
9
1
0
,
3
9
7 0

6
1
4
,
0
3
7
,
0
7
8

受
取

利
息

及
び

配
当

金

営
業

収
益

給
水

収
益

そ
の

他
営

業
収

益

営
業

費
用

原
水

及
び

浄
水

費

送
配

水
費

総
係

費

減
価

償
却

費

資
産

減
耗

費

営
業

損
失

営
業

外
収

益

他
会

計
補

助
金

受
託

工
事

収
益

長
期

前
受

金
戻

入
益

雑
収

益

営
業

外
費

用
支

払
利

息
及

び
企

業
債

取
扱

諸
費

受
託

工
事

費

雑
支

出

経
常

利
益

当
年

度
純

利
益

前
年

度
繰

越
欠

損
金

そ
の

他
未

処
分

利
益

剰
余

金
変

動
額

当
年

度
未

処
理

欠
損

金
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（
単

位
：

円
）

工
事
負
担
金

国
庫
補
助
金

他
会
計

補
助
金

資
本
剰
余
金

合
計

未
処

分
利

益
剰
余

金
利
益
剰

余
金

合
計

1
7
,
4
6
1
,
5
4
2
,
5
4
5

1
0
1
,
7
9
3
,
3
3
3

2
8
2
,
2
2
1
,
6
7
1

9
,
6
3
2
,
6
3
9

3
9
3
,
6
4
7
,
6
4
3

△
 
7
7
5
,
9
1
0
,
3
9
7

△
 
7
7
5
,
9
1
0
,
3
9
7

1
7
,
0
7
9
,
2
7
9
,
7
9
1

8
,
5
6
0
,
0
8
9

0
△

 
8
,
5
6
0
,
0
8
9

0
△

 
8
,
5
6
0
,
0
8
9

0
0

0

8
,
5
6
0
,
0
8
9

0
△

 
8
,
5
6
0
,
0
8
9

0
△

 
8
,
5
6
0
,
0
8
9

0
0

0

資
本
金
へ
の
組
入

8
,
5
6
0
,
0
8
9

△
 
8
,
5
6
0
,
0
8
9

△
 
8
,
5
6
0
,
0
8
9

0
0

（
繰

越
利
益
剰

余
金
）

1
7
,
4
7
0
,
1
0
2
,
6
3
4

1
0
1
,
7
9
3
,
3
3
3

2
7
3
,
6
6
1
,
5
8
2

9
,
6
3
2
,
6
3
9

3
8
5
,
0
8
7
,
5
5
4

△
 
7
7
5
,
9
1
0
,
3
9
7

△
 
7
7
5
,
9
1
0
,
3
9
7

1
7
,
0
7
9
,
2
7
9
,
7
9
1

1
3
,
3
0
0
,
0
0
0

0
0

0
0

1
6
1
,
8
7
3
,
3
1
9

1
6
1
,
8
7
3
,
3
1
9

1
7
5
,
1
7
3
,
3
1
9

1
3
,
3
0
0
,
0
0
0

0
0

1
3
,
3
0
0
,
0
0
0

0
1
6
1
,
8
7
3
,
3
1
9

1
6
1
,
8
7
3
,
3
1
9

1
6
1
,
8
7
3
,
3
1
9

（
当

年
度

未
処

分
利

益
剰

余
金

）

1
7
,
4
8
3
,
4
0
2
,
6
3
4

1
0
1
,
7
9
3
,
3
3
3

2
7
3
,
6
6
1
,
5
8
2

9
,
6
3
2
,
6
3
9

3
8
5
,
0
8
7
,
5
5
4

△
 
6
1
4
,
0
3
7
,
0
7
8

△
 
6
1
4
,
0
3
7
,
0
7
8

1
7
,
2
5
4
,
4
5
3
,
1
1
0

 
 
 
（
注
）
 
こ
の
計
算
書
に
お
け
る
△
表
記
は
、
減
少
、
損
失
又
は
欠
損
を
示
す
も
の
で
あ
る
。

当
年
度
末
残
高

前
年
度
末
残
高

前
年
度
処
分
額

処
分
後
残
高

当
年
度
変
動
額

一
般
会
計
出
資
金
の
受
入
れ

当
年
度
純
利
益

 
議
会
の
議
決
に
よ
る
処
分
額

平
成
2
8
年
度
島
根
県
水
道
事
業
剰
余
金
計
算
書

　
（
平
成
2
8
年
４
月
１
日
か
ら
平
成

2
9
年
３
月
3
1
日
ま
で
）

資
本
金

剰
　
余
　
金

資
本

合
計

資
　
本
　
剰
　
余
　
金

利
 
益
 
剰
 
余
 
金
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号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

（
単

位
：
円
）

（
注

）
こ

の
計

算
書

に
お

け
る

△
表

記
は

、
減

少
又

は
欠

損
を

示
す

も
の

で
あ

る
。

議
会
の
議
決
に
よ
る
処
理
額

0
0

0

処
理
後
残
高

（
繰

越
欠
損
金

）
1
7
,
4
8
3
,
4
0
2
,
6
3
4

3
8
5
,
0
8
7
,
5
5
4

△
 
6
1
4
,
0
3
7
,
0
7
8

当
年
度
末
残
高

1
7
,
4
8
3
,
4
0
2
,
6
3
4

3
8
5
,
0
8
7
,
5
5
4

△
 
6
1
4
,
0
3
7
,
0
7
8

平
成

2
8
年

度
島

根
県

水
道

事
業

欠
損

金
処

理
計

算
書

資
本
金

資
本
剰
余
金

未
処
理
欠
損
金
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号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

平
成

2
8
年

度
島

根
県

水
道

事
業

貸
借

対
照

表
（
平
成
2
9
年
３
月
3
1
日
）

科
目

金
額

円
円

円
円

1
（
１
）

イ
4
6
2
,
3
9
6
,
6
5
3

ロ
1
7
3
,
6
3
9
,
1
0
2

△
 
1
0
5
,
2
2
1
,
9
5
2

6
8
,
4
1
7
,
1
5
0

ハ
7
,
8
2
3
,
9
9
0
,
7
4
4

△
 
4
,
0
0
1
,
5
3
2
,
6
1
4

3
,
8
2
2
,
4
5
8
,
1
3
0

ニ
1
,
4
0
6
,
9
7
8
,
5
3
2

△
 
8
9
1
,
7
2
3
,
8
2
2

5
1
5
,
2
5
4
,
7
1
0

ホ
3
0
,
8
1
0
,
5
3
7

△
 
2
0
,
8
2
8
,
0
8
7

9
,
9
8
2
,
4
5
0

イ
1
7
1
,
5
9
9
,
6
6
3

ロ
3
5
9
,
7
6
8
,
5
9
2

△
 
2
5
0
,
8
0
0
,
8
5
9

1
0
8
,
9
6
7
,
7
3
3

ハ
3
,
6
3
4
,
1
0
2
,
8
8
3

△
 
2
,
2
2
2
,
5
6
0
,
5
3
2

1
,
4
1
1
,
5
4
2
,
3
5
1

ニ
1
,
0
6
0
,
9
0
8
,
5
8
1

△
 
7
8
6
,
1
7
3
,
7
0
0

2
7
4
,
7
3
4
,
8
8
1

ホ
1
5
,
2
1
0

△
 
1
4
,
4
4
9

7
6
1

へ
2
9
,
1
7
2
,
7
0
7

△
 
2
5
,
0
1
7
,
3
7
5

4
,
1
5
5
,
3
3
2

イ
5
6
5
,
8
5
5
,
5
4
3

ロ
1
,
3
1
4
,
3
2
3
,
8
8
9

△
 
2
0
8
,
6
8
5
,
8
4
7

1
,
1
0
5
,
6
3
8
,
0
4
2

ハ
2
4
,
8
6
7
,
5
5
4
,
5
6
0

△
 
3
,
3
1
8
,
2
6
8
,
2
2
3

2
1
,
5
4
9
,
2
8
6
,
3
3
7

ニ
1
,
4
7
0
,
9
9
4
,
6
5
2

△
 
5
3
9
,
9
8
0
,
3
8
6

9
3
1
,
0
1
4
,
2
6
6

ホ
2
,
0
8
0
,
2
9
5

△
 
1
,
9
7
6
,
2
8
1

1
0
4
,
0
1
4

構
築

物
減

価
償

却
累

計
額

機
械

及
び

装
置

機
械

及
び

装
置

減
価

償
却

累
計

額
車

両
運

搬
具

車
両

運
搬

具
減

価
償

却
累

計
額

工
具

器
具

及
び

備
品

減
価

償
却

累
計

額
斐

伊
川

水
道

設
備

土
地

建
物

建
物

減
価

償
却

累
計

額
構

築
物

構
築

物
減

価
償

却
累

計
額

機
械

及
び

装
置

機
械

及
び

装
置

減
価

償
却

累
計

額
車

両
運

搬
具

車
両

運
搬

具
減

価
償

却
累

計
額

工
具

器
具

及
び

備
品

建
物

建
物

減
価

償
却

累
計

額
構

築
物

建
物

減
価

償
却

累
計

額
構

築
物

構
築

物
減

価
償

却
累

計
額

機
械

及
び

装
置

機
械

及
び

装
置

減
価

償
却

累
計

額
工

具
器

具
及

び
備

品

（
資

産
の

部
）

固
定

資
産

有
形

固
定

資
産

飯
梨

川
水

道
設

備
土

地
建

物

工
具

器
具

及
び

備
品

減
価

償
却

累
計

額
江

の
川

水
道

設
備

土
地
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号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

へ
2
6
,
2
7
2
,
8
7
9

△
 
1
9
,
4
1
3
,
7
6
5

6
,
8
5
9
,
1
1
4

イ
6
,
5
8
2
,
5
0
0

ロ
8
3
,
0
6
1
,
3
3
7

△
 
5
1
,
8
3
9
,
4
2
8

3
1
,
2
2
1
,
9
0
9

ハ
8
,
0
2
1
,
2
4
5

△
 
6
,
7
2
5
,
7
0
4

1
,
2
9
5
,
5
4
1

ニ
1
3
2
,
2
0
0

△
 
1
2
5
,
5
9
0

6
,
6
1
0

ホ
1
0
,
9
8
6
,
0
8
2

△
 
9
,
5
1
6
,
8
7
3

1
,
4
6
9
,
2
0
9

ヘ
4
,
0
2
3
,
0
8
2

△
 
3
,
7
7
7
,
0
7
6

2
4
6
,
0
0
6

3
1
,
0
4
9
,
0
8
8
,
9
0
5

（
２
）
イ

2
,
7
2
0
,
9
3
0

ロ
1
6
,
4
8
6
,
6
5
2

ハ
1
,
4
6
5
,
8
3
9

ニ
7
8
4
,
0
0
0

ホ
1
,
5
1
2
,
3
9
8

へ
7
,
1
1
7
,
0
3
7

3
0
,
0
8
6
,
8
5
6

（
３
）

イ
2
5
,
5
0
0

イ
3
6
,
8
8
8
,
8
9
7

ロ
6
,
7
9
0
,
0
5
3
,
9
2
1

ハ
2
1
8
,
4
0
0

イ
9
8
,
3
2
7

ロ
2
3
3
,
6
0
4

6
,
8
2
7
,
5
1
8
,
6
4
9

3
7
,
9
0
6
,
6
9
4
,
4
1
0

2
（
１
）

1
,
6
1
5
,
1
1
1
,
7
9
9

（
２
）

1
8
7
,
9
4
1
,
6
9
9

（
３
）

9
,
9
6
9
,
9
3
7

（
４
）

7
1
,
2
3
3

（
５
）

1
0
6
,
4
6
7

そ
の

他
流

動
資

産

固
定

資
産

合
計

流
動

資
産

現
金

預
金

未
収

金
貯

蔵
品

前
払

費
用

電
話

加
入

権
業

務
設

備
電

話
加

入
権

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

無
形

固
定

資
産

合
計

江
の

川
水

道
設

備
電

話
加

入
権

斐
伊

川
水

道
設

備
水

利
権

ダ
ム

使
用

権

飯
梨

川
長

寿
命

化
事

業
費

布
部

ダ
ム

改
良

事
業

費
山

佐
ダ

ム
改

良
事

業
費

建
設

仮
勘

定
合

計
無

形
固

定
資

産

工
具

器
具

及
び

備
品

減
価

償
却

累
計

額
有

形
固

定
資

産
合

計
建

設
仮

勘
定

飯
梨

川
取

水
施

設
更

新
事

業
費

飯
梨

川
場

内
施

設
耐

震
化

事
業

費
飯

梨
川

場
内

設
備

更
新

事
業

費

構
築

物
減

価
償

却
累

計
額

機
械

及
び

装
置

機
械

及
び

装
置

減
価

償
却

累
計

額
車

両
運

搬
具

車
両

運
搬

具
減

価
償

却
累

計
額

工
具

器
具

及
び

備
品

工
具

器
具

及
び

備
品

減
価

償
却

累
計

額
業

務
設

備
土

地
建

物
建

物
減

価
償

却
累

計
額

構
築

物

工
具

器
具

及
び

備
品
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 号外第４号                  島  根  県  報              平成 30年１月 30日  

                                                                              

 
1
,
8
1
3
,
2
0
1
,
1
3
5

3
9
,
7
1
9
,
8
9
5
,
5
4
5

3
（
１
）
イ

8
,
2
6
9
,
4
3
1
,
0
4
7

8
,
2
6
9
,
4
3
1
,
0
4
7

（
２
）
イ

1
,
0
2
7
,
7
7
2
,
2
8
6

ロ
1
4
3
,
4
1
9
,
2
5
4

1
,
1
7
1
,
1
9
1
,
5
4
0

（
３
）
イ

2
3
3
,
3
1
7
,
5
3
7

ロ
1
7
7
,
1
8
5
,
1
2
3

4
1
0
,
5
0
2
,
6
6
0

9
,
8
5
1
,
1
2
5
,
2
4
7

4
（
１
）
イ

5
9
4
,
1
1
5
,
8
3
6

5
9
4
,
1
1
5
,
8
3
6

（
２
）
イ

5
6
,
1
5
6
,
9
4
5

ロ
6
6
,
3
0
3
,
6
6
1

1
2
2
,
4
6
0
,
6
0
6

（
３
）

1
2
1
,
0
1
0
,
5
1
6

（
４
）

8
2
2
,
9
4
8

（
５
）
イ

1
0
,
7
5
1
,
0
0
0

ロ
1
,
8
5
6
,
0
0
0

1
2
,
6
0
7
,
0
0
0

（
６
）

1
,
8
6
2
,
7
0
1

8
5
2
,
8
7
9
,
6
0
7

5
（
１
）

1
5
,
4
1
0
,
9
7
1
,
4
5
0

（
２
）

△
 
3
,
6
4
9
,
5
3
3
,
8
6
9

1
1
,
7
6
1
,
4
3
7
,
5
8
1

2
2
,
4
6
5
,
4
4
2
,
4
3
5

6
（
１
）
イ

1
2
,
1
8
5
,
6
9
3
,
5
7
1

資
本

金
繰

入
資

本
金

長
期

前
受

金
長

期
前

受
金

収
益

化
累

計
額

繰
延

収
益

合
計

負
債

合
計

（
資

本
の

部
）

資
本

金

賞
与

引
当

金
法

定
福

利
費

引
当

金
引

当
金

合
計

そ
の

他
流

動
負

債
流

動
負

債
合

計
繰

延
収

益

建
設

改
良

等
の

財
源

に
充

て
る

た
め

の
長

期
借

入
金

そ
の

他
の

長
期

借
入

金
他

会
計

借
入

金
合

計
未

払
金

未
払

費
用

引
当

金

流
動

負
債

企
業

債
建

設
改

良
等

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債

企
業

債
合

計
他

会
計

借
入

金

他
会

計
借

入
金

合
計

引
当

金
退

職
給

付
引

当
金

修
繕

準
備

引
当

金
引

当
金

合
計

固
定

負
債

合
計

建
設

改
良

等
の

財
源

に
充

て
る

た
め

の
企

業
債

企
業

債
合

計
他

会
計

借
入

金
建

設
改

良
等

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

長
期

借
入

金

そ
の

他
の

長
期

借
入

金

流
動

資
産

合
計

資
産

合
計

（
負

債
の

部
）

固
定

負
債

企
業

債
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号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

ロ
5
,
2
9
7
,
7
0
9
,
0
6
3

1
7
,
4
8
3
,
4
0
2
,
6
3
4

7
（
１
）
イ

1
0
1
,
7
9
3
,
3
3
3

ロ
2
7
3
,
6
6
1
,
5
8
2

ハ
9
,
6
3
2
,
6
3
9

3
8
5
,
0
8
7
,
5
5
4

（
２
）
イ

6
1
4
,
0
3
7
,
0
7
8

△
 
6
1
4
,
0
3
7
,
0
7
8

△
 
2
2
8
,
9
4
9
,
5
2
4

1
7
,
2
5
4
,
4
5
3
,
1
1
0

3
9
,
7
1
9
,
8
9
5
,
5
4
5

利
益

剰
余

金
合

計
剰

余
金

合
計

資
本

合
計

負
債

資
本

合
計

工
事

負
担

金
国

庫
補

助
金

他
会

計
補

助
金

資
本

剰
余

金
合

計
利

益
剰

余
金

当
年

度
未

処
理

欠
損

金

組
入

資
本

金
資

本
金

合
計

剰
余

金
資

本
剰

余
金
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号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

（
１

）
収

益
的

収
入

及
び

支
出

収
　

　
　

入

円
円

円
円

円
円

第
１

款

支
　

　
　

出

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円

第
１

款

合
　

　
　

　
計

2
4
条

第
3
項

の
規

定
決

算
額

の

に
よ

る
支

出
額

に
係

る
財

源
充

当
額

増
（

△
）

減

平
成

2
8
年

度
島

根
県

宅
地

造
成

事
業

決
算

報
告

書

区
　

　
　

　
　

　
　

分

予
　

　
　

　
　

　
　

　
　

算
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
額

決
　

算
　

額

予
算

額
に

比
べ

備
　

　
　

　
　

　
　

　
考

当
初

予
算

額
補

正
予

算
額

地
方

公
営

企
業

法
第

△
 
6
1
,
7
1
4

 
第

１
項

営
業

収
益

6
7
,
0
7
6
,
0
0
0

5
5
,
2
8
5
,
0
0
0

0
1
2
2
,
3
6
1
,
0
0
0

1
2
2
,
2
9
6
,
0
9
8

△
 
6
4
,
9
0
2

土
地

造
成

事
業

収
益

6
7
,
8
1
4
,
0
0
0

5
5
,
1
4
2
,
0
0
0

0
1
2
2
,
9
5
6
,
0
0
0

1
2
2
,
8
9
4
,
2
8
6

5
9
8
,
1
8
8

3
,
1
8
8

第
２

項
営

業
外

収
益

7
3
8
,
0
0
0

△
 
1
4
3
,
0
0
0

0
5
9
5
,
0
0
0

△
 
6
1
,
7
1
4

区
　

　
　

　
　

　
分

予
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
算

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

額

決
　

算
　

額
不

　
用

　
額

備
　

　
　

　
　

考
当

初
予

算
額

補
正

予
算

額
小

　
　

　
計

合
　

　
　

計

計
6
7
,
8
1
4
,
0
0
0

5
5
,
1
4
2
,
0
0
0

0
1
2
2
,
9
5
6
,
0
0
0

1
2
2
,
8
9
4
,
2
8
6

地
方

公
営

地
方

公
営

地
方

公
営

企
業

法
第

予
備

費
流

用
増

企
業

法
第

企
業

法
第

2
6
条

第
2

支
出

額
(
△

)
減

額
に

よ
る

に
よ

る
繰

越
額

支
出

額
繰

越
額

2
4
条

第
3

2
6
条

第
2

項
の

規
定

項
の

規
定

項
の

規
定

に
よ

る

1
3
4
,
5
2
3
,
0
0
0

0
1
3
4
,
5
2
3
,
0
0
0

1
2
2
,
1
0
5
,
9
0
6

0
1
2
,
4
1
7
,
0
9
4

土
地

造
成

事
業

費
用

7
8
,
6
6
3
,
0
0
0

5
5
,
8
6
0
,
0
0
0

0
0

0

1
2
,
4
1
7
,
0
9
4

第
２

項
営

業
外

費
用

5
3
4
,
0
0
0

△
 
5
3
4
,
0
0
0

0
0

0
0

0

0
1
3
4
,
5
2
3
,
0
0
0

0
1
3
4
,
5
2
3
,
0
0
0

1
2
2
,
1
0
5
,
9
0
6

0
 
第

１
項

営
業

費
用

7
8
,
1
2
9
,
0
0
0

5
6
,
3
9
4
,
0
0
0

0
0

0
0

0
0

1
2
2
,
1
0
5
,
9
0
6

0
1
2
,
4
1
7
,
0
9
4

計
7
8
,
6
6
3
,
0
0
0

5
5
,
8
6
0
,
0
0
0

0
0

0
1
3
4
,
5
2
3
,
0
0
0

0
1
3
4
,
5
2
3
,
0
0
0
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号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

（
２
）
資
本
的
収
入
及
び
支
出

収
　
　
　
入

円
円

円
円

円
円

円
円

第
１

款
　

資
本

的
収

入

支
　
　
　
出

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

第
１

款
資

本
的

支
出

0
0

0
0

0
0

区
　
　
　
　
　
　
　
分

予
　
　
　
　
　

　
　
　
　
算
　

　
　
　
　
　
　
　
　

　
額

決
　

　
算

　
　

額

予
算

額
に

比
べ

備
　
　

　
考

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

小
　
　
　
　
計

地
方

公
営

企
業

法
継

続
費

逓
次

合
　
　
　
　

計
第

2
6
条

の
規

定
に

繰
越

額
に

決
算

額
の

よ
る

繰
越

額
に

係
る

係
る

財
源

充
当

額
財

源
充

当
額

増
（

△
）

減

0
0

0
0

0
0

0
0

計
0

0
0

0
0

0
0

0

不
用
額

備
　

　
　

　
　

考
当
初
予
算
額

補
正
予
算

額
小
　
　
　
計

合
 
計

流
 
用

地
方

公
営

継
続

費
逓

次
繰

越
額

地
方

公
営

継
続

費
逓

次
繰

越
額

企
業

法
第

企
業

法
第

増
(
△

)
2
6
条

の
規

2
6
条

の
規

定
に

よ
る

定
に

よ
る

減
 
額

繰
越

額
繰

越
額

合
　
　
　

計
区
　
　
　
　
　

　
分

予
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
算

　
　

　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
額

決
 
算
 
額

翌
年
度

繰
越

額

5
1
,
9
2
2
,
0
0
0

9
,
1
2
1
,
0
0
0

0
6
1
,
0
4
3
,
0
0
0

1
0
,
8
3
1
,
0
9
6

1
4
,
2
2
3
,
0
0
0

1
4
,
2
2
3
,
0
0
0

3
5
,
9
8
8
,
9
0
4

0
6
1
,
0
4
3
,
0
0
0

0
6
1
,
0
4
3
,
0
0
0

1
0
,
8
3
1
,
0
9
6

1
4
,
2
2
3
,
0
0
0

1
4
,
2
2
3
,
0
0
0

3
5
,
9
8
8
,
9
0
4

第
１

項
土

地
造

成
費

5
1
,
9
2
2
,
0
0
0

9
,
1
2
1
,
0
0
0

0
6
1
,
0
4
3
,
0
0
0

6
1
,
0
4
3
,
0
0
0

1
0
,
8
3
1
,
0
9
6

1
4
,
2
2
3
,
0
0
0

1
4
,
2
2
3
,
0
0
0

3
5
,
9
8
8
,
9
0
4

 
 
資

本
的

収
入

額
が

資
本

的
支

出
額

に
不

足
す

る
額

1
0
,
8
3
1
,
0
9
6
円

は
、

過
年

度
分

損
益

勘
定

留
保

資
金

で
補

て
ん

し
た

。

計
5
1
,
9
2
2
,
0
0
0

9
,
1
2
1
,
0
0
0

0
6
1
,
0
4
3
,
0
0
0

0
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号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

円
円

円

１

(
1
)

7
5
,
6
9
5
,
0
8
7

(
2
)

4
6
,
6
0
1
,
0
1
1

1
2
2
,
2
9
6
,
0
9
8

２

(
1
)

6
9
,
7
0
0
,
1
3
9

(
2
)

4
,
4
9
7
,
2
9
7

(
3
)

4
7
,
9
0
8
,
4
7
0

1
2
2
,
1
0
5
,
9
0
6

1
9
0
,
1
9
2

３

(
1
)

1
9
8
,
9
3
6

(
2
)

2
,
0
0
0

(
3
)

3
9
7
,
2
5
2

5
9
8
,
1
8
8

5
9
8
,
1
8
8

7
8
8
,
3
8
0

7
8
8
,
3
8
0

1
0
,
2
3
7
,
0
2
2 0

9
,
4
4
8
,
6
4
2

営
業

収
益

平
成

2
8
年

度
島

根
県

宅
地

造
成

事
業

損
益

計
算

書

（
平

成
2
8
年

４
月

１
日

か
ら

平
成

2
9
年

３
月

3
1
日

ま
で

）

科
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
目

金
　
　

　
　
　

　
　

　
　
　

　
　
　

　
　

　
　

　
　
額

宅
地

売
却

収
益

そ
の

他
営

業
収

益

営
業

費
用

宅
地

売
却

原
価

一
般

管
理

費

資
産

減
耗

費

営
業

利
益

営
業

外
収

益

受
取

利
息

及
び

配
当

金

退
職

給
付

引
当

金
戻

入
益

雑
収

益

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金
変

動
額

当
年

度
未

処
理

欠
損

金

経
常

利
益

当
年

度
純

利
益

前
年

度
繰

越
欠

損
金
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号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

（
単

位
：
円

）

他
会

計
補

助
金

資
本

剰
余

金
合

計
利

益
積

立
金

未
処

分
利

益
剰

余
金

利
益

剰
余

金
合

計
前

年
度

末
残

高
3
0
3
,6

8
2
,5

8
9

3
0
,3

5
6
,1

8
3

3
0
,3

5
6
,1

8
3

1
8
,6

9
5
,6

9
5

△
 2

8
,9

3
2
,7

1
7

△
 1

0
,2

3
7
,0

2
2

3
2
3
,8

0
1
,7

5
0

前
年

度
処

分
額

0
0

0
△

 1
8
,6

9
5
,6

9
5

1
8
,6

9
5
,6

9
5

0
0

(繰
越

利
益

剰
余

金
）

3
0
3
,6

8
2
,5

8
9

3
0
,3

5
6
,1

8
3

3
0
,3

5
6
,1

8
3

0
△

 1
0
,2

3
7
,0

2
2

△
 1

0
,2

3
7
,0

2
2

3
2
3
,8

0
1
,7

5
0

当
年

度
変

動
額

0
0

0
0

7
8
8
,3

8
0

7
8
8
,3

8
0

7
8
8
,3

8
0

当
年

度
純

利
益

0
7
8
8
,3

8
0

7
8
8
,3

8
0

7
8
8
,3

8
0

(当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金
）

3
0
3
,6

8
2
,5

8
9

3
0
,3

5
6
,1

8
3

3
0
,3

5
6
,1

8
3

0
△

 9
,4

4
8
,6

4
2

△
 9

,4
4
8
,6

4
2

3
2
4
,5

9
0
,1

3
0

  
 （

注
）
 こ

の
計

算
書

に
お

け
る

△
表

記
は

、
減

少
、

損
失

又
は

欠
損

を
示

す
も

の
で

あ
る

。

処
分

後
残

高

当
年

度
末

残
高

平
成

2
8
年

度
島

根
県

宅
地

造
成

事
業

剰
余

金
計

算
書

　
（
平

成
2
8
年

４
月

１
日

か
ら

平
成

2
9
年

３
月

3
1
日

ま
で

）

資
　

本
　

金
剰

　
余

　
金

資
 本

 合
 計

資
　

本
　

剰
　

余
　

金
利

 益
 剰

 余
 金
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号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

(単
位

：
円

)

3
0
3
,6

8
2
,5

8
9

3
0
,3

5
6
,1

8
3

△
 9

,4
4
8
,6

4
2

0
0

0
(繰

越
欠

損
金

)

3
0
3
,6

8
2
,5

8
9

3
0
,3

5
6
,1

8
3

△
 9

,4
4
8
,6

4
2

 　
（
注

）
 こ

の
計

算
書

に
お

け
る

△
表

記
は

、
減

少
又

は
欠

損
を

示
す

も
の

で
あ

る
。

処
理

後
残

高

平
成

2
8
年

度
島

根
県

宅
地

造
成

事
業

欠
損

金
処

理
計

算
書

資
  

本
  

金
資

本
剰

余
金

当
年

度
末

残
高

議
会

の
議

決
に

よ
る

処
理

額

未
処

理
欠
損
金
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 号外第４号                  島  根  県  報              平成 30年１月 30日  

                                                                              

 
円

円
円

円

１

(
1
)

イ
3
6
,
5
0
4
,
0
0
0

3
6
,
5
0
4
,
0
0
0

3
6
,
5
0
4
,
0
0
0

２

(
1
)

イ
9
3
,
1
2
2
,
6
0
0

ロ
4
2
6
,
9
8
6
,
5
0
0

5
2
0
,
1
0
9
,
1
0
0

(
2
)

イ

9
0
6
,
8
3
2
,
6
4
4

9
0
6
,
8
3
2
,
6
4
4

1
,
4
2
6
,
9
4
1
,
7
4
4

３

(
1
)

2
3
7
,
5
9
6
,
4
3
4

2
3
7
,
5
9
6
,
4
3
4

1
,
7
0
1
,
0
4
2
,
1
7
8

４

(
1
)

イ

1
,
3
6
9
,
3
5
8
,
6
4
1

1
,
3
6
9
,
3
5
8
,
6
4
1

固
定

資
産

平
成

2
8
年

度
宅

地
造

成
事

業
会

計
貸

借
対

照
表

（
平

成
2
9
年

３
月

3
1
日

）

科
　

　
　

　
目

金
　

　
　

　
　

額

（
資

産
の

部
）

未
成

宅
地

合
計

投
資

そ
の

他
の

資
産

年
賦

未
収

金

投
資

そ
の

他
の

資
産

合
計

固
定

資
産

合
計

宅
地

造
成

完
成

宅
地

江
島

工
業

団
地

江
津

地
域

拠
点

工
業

団
地

完
成

宅
地

合
計

未
成

宅
地

造
成

事
業

費

江
津

地
域

拠
点

工
業

団
地

宅
地

造
成

合
計

流
動

資
産

現
金

預
金

流
動

資
産

合
計

資
産

合
計

（
負

債
の

部
）

固
定

負
債

他
会

計
借

入
金

る
た

め
の

長
期

借
入

金

他
会

計
借

入
金

合
計

建
設

改
良

費
等

の
財

源
に

充
て
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号外第４号  島  根  県  報 平成 30年１月 30日 

(
2
)

イ
4
,
1
0
7
,
2
6
9

4
,
1
0
7
,
2
6
9

(
3
)

2
,
8
9
1
,
0
6
6

1
,
3
7
6
,
3
5
6
,
9
7
6

５

(
1
)

9
5
,
0
7
2

9
5
,
0
7
2

1
,
3
7
6
,
4
5
2
,
0
4
8

６

(
1
)

イ
3
0
3
,
6
8
2
,
5
8
9

3
0
3
,
6
8
2
,
5
8
9

７

(
1
)

イ
3
0
,
3
5
6
,
1
8
3

3
0
,
3
5
6
,
1
8
3

(
2
)

イ
9
,
4
4
8
,
6
4
2

△
 
9
,
4
4
8
,
6
4
2

2
0
,
9
0
7
,
5
4
1

3
2
4
,
5
9
0
,
1
3
0

1
,
7
0
1
,
0
4
2
,
1
7
8

退
職

給
付

引
当

金

引
当

金

資
本

金
合

計

引
当

金
合

計

繰
越

年
賦

売
却

益

固
定

負
債

合
計

流
動

負
債

未
払

金

流
動

負
債

合
計

負
債

合
計

（
資

本
の

部
）

資
本

金

資
本

金

組
入

資
本

金

利
益

剰
余

金
合

計

剰
余

金
合

計

資
本

合
計

負
債

資
本

合
計

剰
余

金

資
本

剰
余

金

他
会

計
補

助
金

資
本

剰
余

金
合

計

利
益

剰
余

金

当
年

度
未

処
理

欠
損

金
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平成28年度島根県公営企業会計決算についての監査委員の審査意見

１ 審査の結果

審査に付された各事業会計の決算報告書及び附属資料は地方公営企業法等関係法令に基づいて作成され、その計数は

正確であり、経営に係る事業の管理は地方公営企業の経営原則に従っておおむね適正に行われているものと認めた。

２ 審査意見

⑴ 電気事業会計

電気事業は、水力発電事業、風力発電事業及び太陽光発電事業の３事業を行っている。

水力発電事業は、平成28年８月に雲南市から小水力発電所である田井発電所（最大出力100kW）を取得して、13発

電所（14発電機）となり、最大出力は合計27,050kWとなった。

風力発電事業は、隠岐大峯山風力発電所及び江津高野山風力発電所の２発電所（風車12基）において最大出力合計

22,500kWである。

太陽光発電事業は江津浄水場太陽光発電所等３発電所において最大出力3,430kWであり、このほか平成29年６月か

らは石見空港太陽光発電所（最大出力3,490kW）も運転を開始している。

平成28年度に企業局が供給した電力量は155,082MWhで島根県全体の電力需要量5,284,905MWhの2.9％に相当する。

内訳（構成比）は、水力発電120,797MWh（77.9％）、風力発電事業29,723MWh（19.2％）、太陽光発電事業4,562MWh

（2.9％）となっており、いずれも中国電力株式会社に供給している。

平成28年度の損益の状況をみると、総収益は24億1,405万円余で、前年度に比べ２億8,170万円余、13.2％の増、総

費用は21億6,872万円余で、前年度に比べ２億2,709万円余、11.7％の増となった。

このことにより、平成28年度は２億4,532万円余の純利益となり、平成28年度末の利益剰余金は10億8,472万円余と

なった。

また、資本的収入額が建設改良費等の資本的支出額に不足する額７億3,068万円余は、減債積立金等で補てんして

いる。

総じて良好な経営の要因としては、平成24年７月から開始された再生可能エネルギーの固定価格買取制度を風力及

び太陽光の全発電所だけでなく、水力の５発電所でも適用しており、これによる売電単価の上昇があげられる。

ついては、経営の安定を第一義とし、企業局全事業の項で述べる意見や次の点に留意して事業を行う必要がある。

１）水力発電施設の更新について

既存の水力発電所は、発電開始後60年以上経過した三成発電所をはじめとして老朽化した施設が多く、その長寿

命化対策が現在の大きな課題である。

一方、企業局の経営する発電所のうち、従前の卸供給に比べて固定価格買取制度の適用を受けることが有利であ

るものについて、同制度が適用される内容で施設のリニューアル（更新）を行っている。

平成28年度中には、八戸川第二発電所、八戸川第一発電所２号機のリニューアル工事が相次ぎ完了し、同制度の

適用を受けて運転を再開している。

飯梨川第二発電所、三成発電所、三隅川発電所、飯梨川第一発電所、八戸川第一発電所１号機の５発電所（機）

についても、既に工事着手し、平成32年度までに順次運転を再開する計画となっている。

完了後は売電収入の増加により財務状況の改善も見込まれるが、一連の更新は大きな投資であることや、運転停

止も伴うことから一定期間財務状況が悪化することは避けられない。従って、工事に伴う運転停止期間の短縮に努

めるとともに、今後のメンテナンス費用の節減に資するよう工夫するなど、合理的な方法で取り組まれたい。ま

た、度々変更される固定価格買取制度の動向には十分留意されたい。

２）風力発電の安定的な運用について

風力発電については、平成16年２月から隠岐大峯山風力発電所、平成21年２月から地方公共団体としては国内最

大規模となる江津高野山風力発電事業所の営業運転を行っている。

営業運転開始からそれぞれ13年及び８年が経過し、この間に最適な運用に向けさまざまな取組が行われている
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が、これまで供給電力量の年間目標を達成したことはなく、平成28年度も隠岐で目標3,524MWhに対し2,195MWh

（62.3％）、江津で目標30,774MWhに対し27,528MWh（89.5％）であった。機械故障や災害による運転停止期間を極

力短縮し、安定的な運営に向けさらに取り組まれたい。

なお、隠岐大峯山風力発電所３号機（最大出力600kW）については、平成28年６月に機械故障により停止してお

り、復旧経費とその後の収入を検討した結果、そのまま廃止・撤去することとなった。風力発電所については、今

後も故障などにより一部の風車（発電機）を資産価値がある状況で除却する可能性があるため、その方法や会計処

理方針について、あらかじめ整理されたい。

３）用地の管理について

太陽光発電所の整備に当たっては一定面積の敷地が必要であり、県有地の使用許可を受けたり、民間所有地の賃

貸借により用地を確保している。この土地賃貸借については、太陽光発電所の事業期間（固定価格買取制度の期

間）である20年間を基に期間を定めているが、民間の太陽光発電事業で行われている地上権または賃借権の登記は

されていない。何らかの原因により土地所有権が移転する可能性もあるため、必要な対抗要件を確保するよう図ら

れたい。

また、以前宿舎用地として使用していた松江市内の土地について、附帯事業として有料駐車場（月極）事業を経

営し、年間33万円余の収益を計上しているが、平成28年度末時点の契約状況は11区画中６台に留まっている。複数

の契約者との契約業務や用地管理等の費用もかかることから、売却するか専門業者への一括委託等を検討された

い。

⑵ 工業用水道事業

工業用水道事業は、飯梨川工業用水道と江の川工業用水道の２事業を行っている。

飯梨川工業用水道事業は最大日量34,000㎥の給水能力を有し、県東部の30事業所に給水を行った。給水能力に対す

る契約水量（基本使用水量）の割合である契約率は前年度から0.1ポイント下落し58.9％となった。

江の川工業用水道事業は最大日量15,000㎥の給水能力を有し、江津地域拠点工業団地に進出した３事業所に対し給

水を行った。原水の契約水量（全体の60.0％）を含む契約率は前年度に比べ1.1ポイント減少し53.4％となった。

平成28年度の損益の状況をみると、総収益２億254万円余で、前年度に比べて514万円余、2.5％の減、総費用は１

億5,816万円余で、前年度に比べ608万円余、3.7％の減となった。

このことにより、平成28年度は4,437万円余の純利益となり、平成28年度末の未処理欠損金は13億7,557万円余とな

った。

また、資本的収入額が建設改良費等の資本的支出額に対して不足する額7,077万円余は、過年度分損益勘定留保資

金等で補てんしている。

施設別の状況は、飯梨川工業用水道事業が3,943万円余の純利益となり、江の川工業用水道事業は、493万円余の純

利益となった。

事業収益の元となる契約水量の大幅な伸びが期待できない状況にある中で、施設の老朽化が進んでおり、大規模な

修繕や、設備の更新の必要も見込まれることから、今後の収支の悪化が予想されるところである。

ついては、持続可能で安定した給水を行う上で企業局全事業の項で述べる意見や次の点に留意して事業を行う必要

がある。

１）施設の老朽化対策について

飯梨川工業用水道施設は昭和44年の給水開始から間もなく50年が経過し、管路の法定耐用年数である40年を超

え、今後大規模な施設の更新時期を迎えることとなる。また、江の川工業用水道施設は平成８年の給水開始である

が、江の川水道事業との共用部分である自家発電設備等の大規模な更新が見込まれている。

また、近年頻発する異常気象による豪雨や渇水への対策に加え、震災など大規模な自然災害等が発生する状況も

踏まえ、受水事業所が安心して生産活動できるよう工業用水の安定的な供給に努める必要がある。

ついては、施設の長寿命化や更新のための計画策定に当たっては、アセットマネジメントの手法により、将来の
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水需要に見合う適正な施設規模や耐震化対策等を十分検討され、効率的・効果的なものとされたい。

２）江の川工業用水道事業の給水先事業所の開拓について

江の川工業用水道事業は、現在、江津地域拠点工業団地内の３事業所に対して工業用水を供給しており、平成28

年度の契約率は原水供給を含め53.4％であった。山陰道の整備も進みつつあるなか、新たな用水型の企業進出が望

まれるところである。

省資源・省エネ社会に適合した産業構造への転換が進んでおり、従来のような用水型企業の誘致は厳しい状況に

あるが、江の川工業用水道事業の経営健全化は、工業団地への企業誘致施策と密接な関わりがあるため、今後も引

き続き知事部局、地元市、関係団体等と連携して積極的に企業誘致を進め、給水先事業所の開拓に努められたい。

⑶ 水道事業会計

水道事業は、島根県水道用水供給事業（飯梨川水道事業、斐伊川水道事業）と江の川水道用水供給事業の２事業を

行っている。

飯梨川水道事業は、最大日量52,000㎥の配水能力（送水する能力）を有し、松江市、安来市に送水を行い、施設利

用率（配水能力に対する１日平均配水量の割合）は57.8％であった。

斐伊川水道事業は、最大日量35,400㎥の配水能力を有し、松江市、出雲市、雲南市、斐川宍道水道企業団に送水を

行い、施設利用率は67.8％であった。

江の川水道事業は、最大日量27,000㎥の配水能力を有し、大田市、江津市に送水を行い、施設利用率は42.7％であ

った。

平成28年度の損益の状況をみると、21億1,228万円余の総収益となり、前年度に比べ３億3,563万円余、13.7％の

減、総費用は19億5,040万円余で、前年度に比べ13億1,835万円余、40.3％の減となった。

このことにより、平成28年度は１億6,187万円余の純利益となり、平成28年度末の未処理欠損金は６億1,403万円余

となった。

また、資本的収入額が企業債償還金等の資本的支出額に対して不足する額７億3,097万円余は、過年度分損益勘定

留保資金等で補てんしている。

施設別の状況は、島根県水道用水供給事業のうち飯梨川水道事業は、前年度に比べて営業収益がやや減少し、営業

費用が増加しているものの、1,037万円余の純利益となった。また、斐伊川水道事業は、前年度に比べて営業収益が

やや減少しているものの、営業費用がそれ以上に減少し、5,509万円余の純利益となった。その結果、島根県水道用

水供給事業としては6,546万円余の純利益となった。

江の川水道用水供給事業は、前年度に比べて営業収益がやや減少しているものの、営業費用がそれ以上に減少し、

9,640万円余の純利益となった。

県人口の減少や節水型機器の普及、節水意識の高まり等により、今後も水需要の伸びが期待できない状況にある中

で、老朽化が進んでいる施設もあり、大規模な修繕や、設備の更新の必要も見込まれることから、今後の収支の悪化

が予想されるところである。

ついては、持続可能で安定した給水を行う上で企業局全事業の項で述べる意見や次の点に留意して事業を行う必要

がある。

１）施設の老朽化対策について

飯梨川水道施設は昭和44年の給水開始から間もなく50年が経過し、江の川水道施設も昭和60年の送水開始から30

年以上が経過しているため、老朽化した施設の長寿命化や更新を計画的に進めていく時期を迎えている。

また、近年頻発する異常気象による豪雨や渇水への対策に加え、大規模な地震の発生や施設への不法侵入対策な

ど危機管理体制の充実も図っていく必要がある。

このような状況の下で、平成28年３月に「第３次島根県企業局経営計画」が策定され、今後それに基づく「水道

施設更新計画」や「施設管理基本計画」が策定される予定となっている。

これらの策定にあっては、水道事業の安定的な経営を将来的にも維持していくため、次の点に配慮されたい。
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① 水道施設の適正規模化について

水道施設の更新にあたっては、アセットマネジメントの手法により、水需要の中長期的な動向を見極め、効率

的・効果的なものとなるよう適正規模化を図られたい。

② 更新・耐震化等の費用に係る財源の確保について

老朽管路等の更新及び耐震化には、長期にわたり多額な費用が必要となるので、円滑かつ計画的に対応するた

め、所要事業費を適確に見込むとともに必要な財源の確保について検討を着実に進められたい。

⑷ 宅地造成事業

宅地造成事業は、江島工業団地及び江津地域拠点工業団地の２事業を行っている。

平成28年度は、江島工業団地において、新たに３区画 計7,846㎡の分譲があり、分譲率は96.5％となった。江津

地域拠点工業団地は、新たな分譲はなく、分譲率は36.0％（造成済面積に対しては80.4％）となっている。

平成28年度の損益の状況をみると、総収益は12,289万円余で、前年度に比べ9,697万円余、374.1％の増、総費用は

12,210万円余で、前年度に比べ6,725万円余、122.6％の増となった。

このことにより、平成28年度は78万円余の純利益となり、平成28年度末の未処理欠損金は944万円余となった。

また、資本的収入額が土地造成費の資本的支出額に対して不足する額1,083万円余は、過年度分損益勘定留保資金

等で補てんしている。

ついては、企業局全事業の項で述べる意見や次の点に留意して事業を行う必要がある。

１）企業誘致の促進について

江島工業団地については、完売を目指して、企業誘致や既存進出企業の事業拡大等の機会を逃さず、未分譲地の

販売を進めるとともに、残り１区画（7,633㎡）となった状況も考慮して、完売後の事業精算に向けた検討を始め

られたい。

江津地域拠点工業団地については、第二期造成に着手されたところであるが、関係部局・団体等と連携を緊密に

とり、企業誘致の促進に資するよう着実な進捗に努められたい。

⑸ 企業局全事業

１）経営計画の確実な取組について

公営企業は、提供するサービス等の対価である料金収入をもって経営を行う独立採算制を基本原則として、住民

生活に身近な社会資本の整備と、必要なサービスを提供する役割を果たし、将来にわたりその本来の目的である公

共の福祉の増進が図られるよう求められている。

一方、サービスの提供に必要な施設等の老朽化に伴う更新投資の増大、人口減少に伴う料金収入の減少等によ

り、公営企業をめぐる経営環境は厳しさを増しつつある。企業局にあっては経営環境の変化に適切に対応していく

必要がある。

ついては、平成28年３月策定された島根県企業局経営計画（計画期間：平成28年度～平成37年度）に基づき、目

標の達成状況や取組の進捗状況を検証・評価しながら着実な計画の実施に努められたい。

２）県民等への情報提供と理解促進を図る取組について

現在、企業局では、事業への理解促進のため、風力発電所や浄水場など施設見学者の受入れ、学校授業などに出

向いて解説する出前講座、さらにペットボトル入り水道水やダムカードなどＰＲグッズの作成配布など、様々な活

動を実施している。

ついては、企業局の各事業について、施設及び経営に関する現状と中長期的な課題等を広く県民、関係自治体及

び企業等に分かりやすい形で情報提供を行うことにより、課題を共有し、正しい理解が得られるよう一層努められ

たい。

また、企業局が管理するダム施設等の観光資源としての活用など、地域振興への貢献にも配意されたい。
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